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企画競争説明書 
 
 
 

業務名称： バングラデシュ国チョットグラム下水道整備事業

準備調査 
 

調達管理番号： 22a00094 
 
 
 

【内容構成】 

第１章 企画競争の手続き 

第２章 特記仕様書案 

第３章 プロポーザル作成に係る留意事項 

 

本説明書は、「独立行政法人国際協力機構（以下、JICA という）」が、民間コンサルタン

ト等に実施を委託しようとする業務について、当該業務の内容及び委託先を選定する方法

（企画競争）について説明したものです。 

企画競争とは、競争参加者が提出する技術提案書（以下「プロポーザル」という。）に基

づき、その企画、技術の提案、競争参加者の能力等を総合的に評価することにより、JICA

にとって最も有利な契約相手方を選定する方法です。競争参加者には、この説明書及び貸与

された資料に基づき、本件業務に係るプロポーザル及び見積書の提出を求めます。 

なお、本説明書の第３章「特記仕様書案」、第４章「業務実施上の条件」は、プロポーザ

ルを作成するにあたっての基本的な内容を示したものですので、競争参加者がその一部を補

足、改善又は修補し、プロポーザルを提出することを妨げるものではありません。プロポー

ザルの提案内容については、最終的に契約交渉権者と行う契約交渉において、協議するもの

としています。 

 
 
 

2022年4月6日 

独立行政法人国際協力機構 

調達・派遣業務部 
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第１章 企画競争の手続き 
 

１. 公示 
公示日 2022 年 4 月 6 日 

２. 契約担当役 
理事 植嶋 卓巳 

３. 競争に付する事項 

（１）業務名称：バングラデシュ国チョットグラム下水道整備事業準備調査 

（２）業務内容：「第３章 特記仕様書案」のとおり 

（３）適用される契約約款： 

（〇）「調査業務用」契約約款を適用します。これに伴い、消費税課税取引と整

理しますので、最終見積書において、消費税を加算して積算してくださ

い。（全費目課税） 

（ ）「事業実施・支援業務用」契約約款を適用します。これに伴い、契約で規

定される業務（役務）が国外で提供される契約、すなわち国外取引として

整理し、消費税不課税取引としますので、最終見積書においても、消費税

は加算せずに積算してください。（全費目不課税） 

 

（４）契約履行期間（予定）：2022年6月 ～ 2023年5月 

 

新型コロナウイルス感染拡大等による影響により、本企画競争説明書に記載の現

地業務時期、契約履行期間、業務内容が変更となる場合も考えられます。これら

につきましては契約交渉時に協議のうえ決定致します。 

４．担当部署・日程等 

（１）選定手続き窓口 

調達・派遣業務部 契約第一課 

電子メール宛先：outm1@jica.go.jp、担当者メールアドレス：Ogaito.Ayumi@jica.go.jp 

（２）事業実施担当部 

南アジア部 南アジア第四課 

（３）日程 

本案件の日程は以下の通りです。 

№ 項目 期限日時 

１ 企画競争説明書に対する質問 2022年4月13日 12時 

２ 質問への回答 2022年4月18日 

３ プロポーザル等の提出用フォ

ルダ作成依頼 

プロポーザル等の提出期限日の 

4営業日前から1営業日前の正午まで 

mailto:outm1@jica.go.jp
mailto:Ogaito.Ayumi@jica.go.jp
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４ 本見積書及び別見積書、プロ

ポーザル等の提出期限日 

2022年4月22日 12時 

５ プレゼンテーション 2022年4月28日14時～16時 

６ 評価結果の通知日 2022年5月13日  

７ 技術評価説明の申込日（順位

が第1位の者を除く） 

評価結果の通知メールの送付日の翌日

から起算して7営業日以内 

５. 競争参加資格 

（１）各種資格の確認 

以下については「コンサルタント等契約におけるプロポーザル作成ガイドライン」

を参照してください。 

（URL: https://www.jica.go.jp/announce/information/20220330_01.html） 

 

１） 消極的資格制限 

２） 積極的資格要件 

３） 競争参加資格要件の確認 

 ４）全省庁統一資格の経過措置 

令和4年度は全省庁統一資格の更新時期にあたりますが、更新にかかる期間も

考慮し、2022年4月1日～2022年6月30日までの期間を経過措置期間と位置づけ、

当該期間中の公告・公示案件では、令和元・02・03年の全省庁統一資格にて代

替することを認めます。 

（URL：https://www.jica.go.jp/announce/information/20211216.html） 

（２）利益相反の排除 

具体的には、以下に掲げる者については、競争への参加を認めません。 

 

特定の排除者はありません。 

 

（３）共同企業体の結成の可否 

共同企業体の結成を認めます。ただし、業務主任者は、共同企業体の代表者の

者とします。 

なお、共同企業体の構成員（代表者を除く。）については、上記（１）に規定

する競争参加資格要件を求めません（契約交渉に際して、法人登記等を確認する

ことがあります）。 

共同企業体を結成する場合は、共同企業体結成届（様式はありません。）を作成

し、プロポーザルに添付してください。結成届には、代表者及び構成員の全ての

社の代表者印又は社印は省略可とします。また、共同企業体構成員との再委託契

約は認めません。 

 

６. 資料の配付依頼 
資料の配付について希望される方は、JICA ウェブサイトの手順に則り依頼くだ

さい。 

https://www.jica.go.jp/announce/information/20211216.html
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（URL: https://www.jica.go.jp/announce/notice/distribution.html） 

・第４章 業務実施上の条件に記載の配付資料 

・「独立行政法人国際協力機構情報セキュリティ管理規程（2021年4月1日版）」

及び「情報セキュリティ管理細則（2021年3月31日版）」 

 

「独立行政法人国際協力機構情報セキュリティ管理規程（2021年4月1日版）」及

び「情報セキュリティ管理細則（2021年3月31日版）」については、プロポーザ

ル提出辞退後もしくは失注後、受注した場合は履行期間終了時に速やかに廃棄す

ることを指示します。 

７. 企画競争説明書に対する質問 

（１）質問提出期限 

１）提出期限：上記４．（３）日程参照 

２）提出先：上記４．（１）選定手続き窓口 

（outm1@jica.go.jp 宛、CC: Ogaito.Ayumi@jica.go.jp） 

３）提出方法：電子メール 

① 件名：「【質問】調達管理番号_案件名」 

② 添付データ：「質問書フォーマット」（JICA 指定様式） 

 

注１） 質問は「質問書フォーマット」の様式に記入し電子メールに添付して送付し

てください。本様式を使用されない場合は、回答を掲載しない可能性があり

ます。JICA指定様式は下記（２）の URLの「公示共通資料」を参照してく

ださい。 

注２） 公正性・公平性確保の観点から、電話及び口頭でのご質問は、お断りしてい

ます。 

（２）質問への回答 

上記４．（３）日程の期日までに以下の JICA ウェブサイト上に掲示します。 

（URL: https://www2.jica.go.jp/ja/announce/index.php?contract=1） 

８. プロポーザル等の提出 

（１）提出期限：上記４．（３）日程参照 

（２）提出方法 

具体的な提出方法は、JICAウェブサイト「業務実施契約の公示にかかる説明書

等の受領方法及び競争参加資格確認申請書・プロポーザル・見積書等の電子提

出方法（2021年10月13日版）」をご参照ください 

（URL: https://www2.jica.go.jp/ja/announce/index.php?contract=1） 

 

１） プロポーザル・見積書及びプレゼンテーション実施に必要な資料 

① 電子データ（PDF）での提出とします。 

② 上記４．（３）日程を参照し提出期限日の４営業日前から１営業日前

の正午までに、プロポーザル提出用フォルダ作成依頼メールをe-

koji@jica.go.jpへ送付願います。 

https://www.jica.go.jp/announce/notice/distribution.html
mailto:prtm1@jica.go.jp
https://www2.jica.go.jp/ja/announce/index.php?contract=1
https://www2.jica.go.jp/ja/announce/index.php?contract=1
mailto:e-koji@jica.go.jp
mailto:e-koji@jica.go.jp
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③ 依頼メール件名：「提出用フォルダ作成依頼_（調達管理番号）_（法

人名）」） 

④ 依頼メールが１営業日前の正午までに送付されない場合は技術提案

書の提出ができなくなりますので、ご注意ください。 

⑤ プロポーザル等はパスワードを付けずにGIGAPOD内のフォルダに格

納ください。 

⑥ 本見積書と別見積書はGIGAPOD内のフォルダに格納せず、ＰＤＦに

パスワードを設定し、別途メールでe-koji@jica.go.jpへ送付ください。

なお、パスワードは、JICA調達・派遣業務部からの連絡を受けてから

送付願います。 

（３）提出先 

１）プロポーザル及びプレゼンテーション実施に必要な資料 

「JICA 調達・派遣業務部より送付された格納先 URL」 

２）見積書（本見積書及び別見積書）  

① 宛先：e-koji@jica.go.jp 

② 件名：（調達管理番号）_（法人名）_見積書 

〔例：20a00123_○○株式会社_見積書〕 

③ 本文：特段の指定なし 

④ 添付ファイル：「20a00123_○○株式会社_見積書」 

⑤ 見積書のPDFにパスワードを設定してください。なお、パスワードは、

JICA調達・派遣業務部からの連絡を受けてから送付願います。 

⑥ 評価点の差が僅少で価格点を計算する場合、もしくは評価結果順位が

第一位になる見込みの場合のみ、パスワード送付を依頼します。 

（４）提出書類 

１）プロポーザル・見積書 

２）プレゼンテーション実施に必要な資料 

９. 契約交渉権者決定の方法 
提出されたプロポーザルは、別紙の「プロポーザル評価配点表」に示す評価項目

及びその配点に基づき評価（技術評価）を行います。評価の具体的な基準や評価

に当たっての視点については、「コンサルタント等契約におけるプロポーザル作

成ガイドライン」より以下と参照してください。 

① 別添資料１「プロポーザル評価の基準」 

② 別添資料２「コンサルタント等契約におけるプロポーザル評価の視点」 

③ 別添資料３「業務管理グループ制度と若手育成加点」 

技術評価点が基準点（１００点満点中６０点）を下回る場合には不合格となりま

す。 

（URL: https://www.jica.go.jp/announce/information/20220330_01.html） 

（１）評価配点表以外の加点について 

評価で６０点以上の評価を得たプロポーザルを対象に、以下の２点について、加

点・斟酌されます。 

１）業務管理体制及び若手育成加点 

mailto:e-koji@jica.go.jp
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本案件においては、業務管理グループ（副業務主任者 1 名の配置）としてシ

ニア（46 歳以上）と若手（35～45 歳）が組んで応募する場合（どちらが業務

主任者でも可）、一律２点の加点（若手育成加点）を行います。 

２）価格点 

若手育成加点の結果、各プロポーザル提出者の評価点について第１位と第２

位以下との差が僅少である場合に限り、提出された見積価格を加味して契約交

渉権者を決定します。 

 

１０. 評価結果の通知と公表 
評価結果（順位）及び契約交渉権者を上記４．（３）日程の期日までにプロポーザ

ルに記載されている電子メールアドレス宛にて各競争参加者に通知します。 
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第２章 特記仕様書案 
 

本特記仕様書案に記述されている「脚注」については、競争参加者がプロポーザ

ルを作成する際に提案いただきたい箇所や参考情報を注意書きしたものであり、契

約に当たって、契約書附属書Ⅱとして添付される特記仕様書からは削除されます。 

また、契約締結に際しては、契約交渉相手方のプロポーザルの内容を適切に反映す

るため、契約交渉に基づき、必要な修正等が施された上で、最終的な「特記仕様書」

となります。 

 

第１条 総則 

この仕様書は、独立行政法人国際協力機構（以下「発注者」という）と受注者

名（以下「受注者」という）との業務実施契約により実施する「バングラデシュ

国チョットグラム下水道整備事業準備調査」に係る業務の仕様を示すものである。 

 

第２条 事業の背景 

 バングラデシュ人民共和国では、経済発展に伴い、就業機会やより高い公共サー

ビス等を求めて農村部から都市部への人口流入が加速しており、都市部の人口は

2011年から2030年にかけて4,661万人（都市人口比率31.2%）から8,168万人（同

45.6%）に増加するとされている（世界銀行、2018年）。このような都市部の人口

増加の影響もあり、汚水の排出量が増加している。当国の汚水処理はオンサイト処

理が主流になっており、首都ダッカの一部地域でのみ公共下水道が整備されている。

ダッカに次ぐ第二の都市であるチョットグラム市の人口は、259万人（2011年）か

ら361万人（2030年）まで増加する見込みであるが、公共下水道が未整備なうえ、

オンサイト処理施設に堆積する汚泥の引き抜きや清掃等が適切に行われておらず、

汚水の多くは道路側溝や雨水排水路を介して河川や海域等の公共用水域へ未処理の

まま流出している（世界銀行、2017年）。その結果、側溝や排水路が固形物の堆積

によって流下を妨げられ、雨季には道路冠水をしばしば引き起こす。また、下水が

湛水することで悪臭等の生活環境の悪化や害虫の発生等に伴う住民の健康被害、公

共用水域の水質悪化が深刻化している（世界銀行、2017年）。 

当国政府は、第8次5か年計画（2020/21-2024/25年度）にて、水質汚濁抑制に向け

た持続可能な環境管理の実施を優先活動の一つとしており、都市部の下水道普及率

を2017年の5%から2025年までに10%にする目標を掲げている。また、当国政府の

水・衛生分野の開発戦略を定めた「水と衛生の国家戦略」（2021年）では、都市環

境改善に向けて適正に下水を処理するための戦略の一つとして、汚泥処理施設の建

設や都市部における公共下水道の整備を掲げている。さらに、チョットグラム上下

水道公社（Chattogram Water Supply and Sewerage Authority。以下、「CWASA」

という。）は、2017年に衛生マスタープラン（以下、「マスタープラン」という。）

を世界銀行の支援を受けて策定し、市内を6つの処理区に区分し下水道整備を進め

ていく方針を示している。チョットグラム下水道整備事業（以下、「本事業」とい

う。）は、6つの処理区のうち、市内の中心部に位置し支援の緊急性・必要性が高い

第2・第4処理区を対象に、下水道を整備することにより、同市の適正な下水処理の

促進を図るものであり、マスタープランにおいても不可欠な優先事業と位置付けら

れている。 
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第３条 事業の概要（要請内容） 

（１）事業名 

   チョットグラム下水道整備事業 

（２）事業目的 

本事業は、チョットグラム市において、下水道を整備することにより、同市の

適正な下水処理の促進を図り、もって住民の生活・衛生環境の改善及び水環境の

保全に寄与するもの。 

（３）事業概要 

チョットグラム市の下水道（下水処理場（処理能力140,000～200,000m3/日）、

ポンプ場及び下水管渠等）を整備するもの。 

１） 土木工事 

下水処理場並びにポンプ場の建設及び下水管渠の敷設 

２） コンサルティング・サービス 

詳細設計、入札補助、施工監理、能力強化等 

（４）対象地域 

   チョットグラム県チョットグラム市（人口約259万人（国勢調査、2011年）） 

（５）関係官庁・機関 

   本調査の対象となる事業に関する関係官庁・実施機関は以下の通りである。但

し、調査の過程において、これ以外の官庁・機関が関係する場合が判明する等し

た場合は、その旨JICAに報告し、確認・了解を得た上で調査を継続すること。 

１） 所管省庁：地方政府・農村開発・協同組合省 地方行政総局（Local Government 

Division, Ministry of Local Government, Rural Development and Cooperatives） 

２） 実施機関：チョットグラム上下水道公社（CWASA） 

３） その他関係官庁・機関： 

・ チョットグラム市（Chattogram City Corporation） 

・ 環境・森林・気候変動省 環境局（Department of Environment, Ministry of 

Environment, Forest, and Climate Change） 

・ 水資源省  水開発庁（Bangladesh Water Development Board,  Ministry of 

Water Resources） 

・ チョットグラム開発庁（Chattogram Development Authority） 

（６）本プロジェクトに関連する我が国の主な支援活動 

１） 円借款「カルナフリ上水道整備事業（フェーズ2）」（2012年度承諾、JICA） 

２） 専門家派遣「都市衛生改善アドバイザー」（2021年度～2023年度、JICA） 

３） 専門家派遣「環境管理アドバイザー」（2021年度～2023年度、JICA） 

 

第４条 業務の目的と範囲 

本調査は、「第５条 実施方針及び留意事項」を踏まえつつ、「第６条 業務の内

容」に示す事項の調査を実施し、もって我が国の有償資金協力事業として本事業を実

施するにあたってJICAが行う審査に必要な調査を行うことを目的とし、「第７条 成

果品等」に示す報告書等を作成するものである。 

 

第５条 実施方針及び留意事項 

（１） 円借款検討資料としての位置づけ 
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本業務の成果は、本事業に対する円借款の審査をJICAが実施する際の検討資料及

び当国の事業承認の基礎資料として用いられることとなる。本業務で取りまとめる

事業内容は、円借款事業の原案として取り扱われることから、事業内容の計画策定

については、調査の過程で随時十分JICAと協議し、承認を得る。 

また、本業務で検討・策定した事項が実施機関／関係機関への一方的な提案とな

らないよう、借入国政府と十分な合意形成を行い、実現可能かつ具体的な内容とす

る。 

一方、当該審査の過程において、対象事業の内容が本業務の結果とは一部異なる

結論となることがある可能性に留意し、借入国関係者に本業務の調査結果がそのま

ま円借款事業として承認されるとの誤解を与えないよう留意する。 

本調査では、積算額に関する先方政府との認識の一致に特に留意する必要がある。

従って、本業務においては、当初想定されていた技術仕様や当該技術仕様に基づく

積算額について先方政府または実施機関と認識の一致を図り、協議・調整状況につ

いて速やかにJICAに情報共有を行うとともに、必要に応じ協議議事録を作成する。

協議議事録は、原則としてファイナル・レポートに添付する。 

 

（２） 審査の重点項目 

本業務の成果が円借款事業の審査の検討資料となるため、以下の項目については、

取りまとめに際して、JICAから別途指示する基本的な基準、様式に従ってとりまと

めること。 

１） 適用される技術基準 

２） 施工計画 

３） 調達計画 

４） 事業費 

５） 事業実施スケジュール 

６） 事業実施体制 

７） 運営・維持管理体制 

８） 運用・効果指標 

９） 内部収益率（IRR） 

１０）環境社会配慮 

 

また、審査に当たり必要な項目の追加を指示する可能性がある。 

 

（３） JICA本部への事前説明・確認 

本業務の成果（協議資料等の中間的な成果を含む。）について借入国政府側の関

係省庁・機関に提示する場合には、JICA本部に事前に説明・確認の上、その内容に

ついて承認を得るものとする。借入国政府、特に実施機関との間で調査方針等につ

いて意見の相違があり、その克服が困難と思われる場合には速やかにJICAに報告し、

対応方針について指示を受けること。 

なお、JICAへの説明・確認については、JICAへの説明・確認については、対面、

オンラインによる会議形式で行うことを原則とし、困難な場合は電子メール等によ

る実施も可とする。打合せ後は、必要に応じて受注者にて打合簿を作成し、監督職

員の確認を得る。 
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（４） 先行調査・既往事業から得られる情報のレビュー及び活用 

本調査に先立って以下に列挙する調査、事業が実施されているところ、かかる先

行調査・既往事業から得られる情報を最大限に活用し、重複がないよう効率的な調

査実施が求められる。プロポーザルにおいて、先行調査・既往事業から得られる情

報と本調査で必要な項目について整理し、本調査で調査すべき事項についてその理

由と共に提案すること。 

 先行調査・既往事業一覧  

１） 円借款「カルナフリ上水道整備事業」（2006年度承諾、JICA） 

２） 円借款「カルナフリ上水道整備事業（フェーズ2）」（2012年度承諾、JICA） 

３） 専門家派遣「都市衛生改善アドバイザー」（2021年度～2023年度、JICA） 

４） 専門家派遣「環境管理アドバイザー」（2021年度～2023年度、JICA） 

５） 「Chittagong Water Supply Improvement and Sanitation Project」（2010年

度L/A調印、世界銀行） 

６） 「 Additional Financing to Chittagong Water Supply Improvement and 

Sanitation Project」（2017年L/A調印、世界銀行） 

  なお、上記の内、「Chittagong Water Supply Improvement and Sanitation Project」

で世界銀行が策定支援を行ったマスタープラン及び実施中の専門家派遣「都市衛生

改善アドバイザー」との整合性には特に留意した上で調査を実施すること。 

 

（５） 調査における地理的な対象範囲 

  本調査における自然条件調査、事業実施スケジュール（施工計画、工事安全対策

等を含む）、環境社会配慮等の検討においては、事業対象となる構造物等を建設・

設置する場所（及びその周辺）のみならず、本事業を実施するにあたって必要とな

り、かつ実施機関により提供されるべき用地（例：土取り場、土捨て場、工事用ヤ

ード、工事用道路等の関連インフラ、等）（及びその周辺）についても考慮に含ま

れることに留意する。 

 

（６） 本邦技術の適用／本邦企業の参入促進 

 本事業に関連する機材、設備、工法等で本邦企業に優位性がある技術について把

握し、本事業における本邦技術活用（の可能性）について「第６条 業務の内容」

の指示に従い検討する。検討にあたっては本邦技術を適用することによる経済性の

向上、工期短縮、環境負荷軽減や工事中及び供用後の安全性向上などの可能性を幅

広く検討し、その結果をJICAへ報告し、確認を得るとともに、適用を提案する本邦

技術について先方関係官庁・機関と十分に協議・調整を行う。 

さらに、本邦企業の事業参入促進にあたっては、関連本邦企業の参入意向に留意

しつつ競争性確保を図ることができるように検討する。 

 加えて、日本の中小企業を含めた本邦企業が有する技術、製品、アイデアの活用

の可能性があれば、プロポーザルで提案する。JICAの中小企業・SDGsビジネス支

援事業に関する情報は、以下のJICAのウェブサイト 

（https://www.jica.go.jp/priv_partner/activities/sme/index.html）を参照し、過去の採

択事業リスト等も参考にする。 

 

（７） 環境社会配慮 

https://www.jica.go.jp/priv_partner/activities/sme/index.html
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本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010年4月公布）（以

下「JICA環境社会配慮ガイドライン」という。）に掲げる影響を及ぼしやすい特性

及び影響を受けやすい地域に該当せず、環境への望ましくない影響は重大でないと

判断されるため、カテゴリBに分類されている。調査の進捗に伴い配慮すべき環境

社会影響が新たに判明した場合などは必要に応じてカテゴリ分類を変更すること

がある（「JICA環境社会配慮ガイドライン」2．2．7）。この場合には、追加で必

要となる業務内容等を含め、契約変更の協議を行う。 

本調査においては、JICA環境社会配慮ガイドラインにそって、借入国政府の定め

る環境社会配慮に係る法令／許認可手続き、世界銀行セーフガードポリシー等を必

要に応じて参照しつつ「第６条 業務の内容」に示す業務を行う。 

 

バングラデシュ政府の定める環境社会配慮に係る法令／許認可手続きの内、特に

重要と思われるものを以下に列挙するが、これに関わらず必要なものは適宜参照す

ること。 

１） The Forest Act (1927) and Forest (Amendment) Act (2000) 

２） Environmental Conservation Act (1995) 

３） Environmental Conservation Rurles (1997) 

４） Wetland Protection Act (2000) 

５） Bangladesh Labor Law (2006)（Amendment（2018）） 

６） Bangladesh Environment Court Act (2010) 

７） The Bangladesh Wildlife (Conservation & Security) Act (2012) 

８） National Water Act (2013) 

９） Bangladesh Labor Rules (2015) 

１０）The Acquisition and Requisition of Immovable Property Act (2017) 
 

また本調査における環境社会配慮において特に留意すべき点は以下の通りであ

る。 

本事業対象地域は、チョットグラム市内中心部であり、保護区、国立公園、先住

民族居住地（先住民族の基準は世界銀行の環境社会ポリシーのEnvironmental and 

Social Standards （ESS）7及び関連情報を踏まえつつ、個別の状況に応じてJICA

が判断する）等JICAガイドライン上の影響を受けやすい地域に該当しないと考えら

れるが、本調査を通じて事業対象地域の正確な範囲を把握するとともに、生態系や

先住民族への影響有無を確認する。生態系への影響を回避できない場合には、JICA

環境社会配慮ガイドラインと世界銀行セーフガードポリシーに則り、事業対象地域

が重要な自然生息地にあたるかを調査するとともに、必要な緩和策を検討する。先

住民族居住区への影響が回避できない場合には、先住民族計画の作成等の必要な対

応を追加的に契約変更により実施することを検討する。 

対象事業は、工事および施設稼働に伴い、大気、水質、廃棄物、土壌汚染、騒音・

振動、悪臭等の影響が想定されるため、本調査にて想定される影響と緩和策等の詳

細を確認する。なお、当国環境局によって定められた産業排水に関する規制により、

輸出加工区（Export Processing Zone：EPZ）を含む全ての産業排水は公共下水道

に接続する前に処理されることとなっているため、本事業の処理対象に重金属は含

まれない想定であるが、本調査を通じて、重金属を含有する工業排水が含まれるか

否かの科学的な根拠を確認する。重金属が含まれると判明した場合には必要な対策
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を検討する。処理対象に重金属が含まれる場合あるいは下水処理で発生する汚泥の

処理のために一定規模以上の汚泥置場を設置する場合は、カテゴリ分類が変更され、

それに応じた業務が生じる可能性がある。 

用地取得・住民移転に関して、先方実施機関への事前ヒアリングによれば、下水

処理場の建設予定地として、約30haの用地取得が発生する予定である。建設予定地

は民有地であるが、住民移転（非正規住民含む）は発生しない見込み。一方、牛の

放牧が行われている土地であるため一部の住民の生計への影響が想定される。用地

取得・住民移転計画策定に係る社会経済調査を通じて、用地取得の詳細ならびに被

影響住民数、生計手段の喪失の有無、補償・支援の内容等を確認する。なお、公示

開始時点では、事業対象地域及びその周辺に少数民族・先住民族の居住は確認され

ていないが、詳細は本調査にて確認する。 

新型コロナウイルス感染拡大の影響に配慮しつつ、事前に周辺住民（社会的弱者

含む）・対象施設関係者への事業実施予定に係る周知等含め、現地ステークホルダ

ー協議の実施等を通じた社会的に適切な方法で合意が得られるよう十分な調整が

必要な点に留意する。 

 

（８） 施工時の安全対策について 

本事業実施に伴う工事安全上の留意点を整理し（例：安全に配慮した設計、工事

安全確保のために必要な作業用地の確保、仮設、交通規制等）、（コンサルティン

グ・サービスを含む）事業費や工期、施工方法の検討に反映する。かかる検討に際

しては借入国の建設分野に適用される労働安全衛生法制、及び関連の各種基準を確

認すると共に、「JICA安全標準仕様書（JICA Standard Safety Specification: JSSS」

（2021年2月）を参照すること。JSSSは円借款事業で一般的に発生する工種や現場

の状況における工事安全上の最低限の要求事項を示したものであり、円借款事業の

建設工事を伴う契約の一部として使用することが広く推奨される。 

そのため、同仕様書は一部円借款融資対象契約においては適用することを想定し

ていないが（仏語圏／西語圏、FIDIC契約約款を用いない契約については不適用）、

その内容に鑑み、本事業の実施段階で使用される、されないにかかわらず内容を十

分に理解した上で調査を実施すること。 

また、借入国側の対応が求められるような事項（用地確保や交通規制等）につい

ては、対応をとるべき当事者、調整が必要な関係機関を明らかにして整理・記述す

る。 

 

（９） 調査実施段階、及び事業実施段階における治安上の安全対策 

  当該事業の借入国／事業対象地域は、一般犯罪やテロ等の治安面でのリスクが一

定以上あると認識されているところ、調査実施に当たってはJICA安全対策措置（渡

航措置及び行動規範）に従うこと。 

  さらに、概略設計や事業費の積算等に当たっては、業務主任者は安全対策計画に

ついても責任を負うこととし、JICAから提供される「安全対策ガイダンス（2019年

4月）」を参照しつつ、事業実施時に必要となる治安上の安全対策を検討し、別途指

定する様式に従い、案件別安全対策検討シート（案）を作成すること。 

 

（１０） Information and Communication Technology（ICT）技術の活用 

建設分野における生産性向上の観点から、建設におけるICT技術の活用が期待さ
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れる。本調査では、Construction Information Management（CIM）又はBuilding 

Information Management（BIM）の導入を検討する。調査設計段階からの3次元モデ

ル導入により、設計から施工、維持管理までの一連の業務効率化や、工期短縮・品

質向上・安全性向上等が効果として期待されるが、本調査においては、下記の項目

における活用が想定される。また、この他にも効果的な活用法がある場合、プロポ

ーザルにて提案する。 

CIM/BIMの適用が想定される項目（以下は記載例） 

１） 最適代替案を選定する際の意思決定を補助する目的でのビジュアル作成 

２） 概略設計後の完成予想図の作成  

 

加えて、下水処理や維持管理の効率化（例：曝気風量制御、SCADA等運転管理シ

ステム、台帳システム）や、 測量・設計・積算等の業務効率化、工期の短縮、品質・

安全性向上等に資する先端技術（例：UAV、航空LiDAR、衛星DEM、AI判読、等）

の活用が見込まれる場合には、プロポーザルにて提案する。 

 

（１１） 調査データの提出 

デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進の観点から、JICAでは事業を通

じて得られるデータを集約し、効率的・効果的な案件管理・案件形成を目指す方針

としている。JICAとして集約すべきデータの種類や様式について検討段階にあり、

本調査では今後の検討の材料として試行的に調査データの取得を実施する。自然条

件調査、需要調査、ベースライン調査等を通じて得られる調査データに関し、位置

情報が含まれるデータについては後述する様式に従いJICAに提出する。将来的には

調査データの取得に当たっては可能な限り位置情報の取得を求めることを想定し

ているが、本調査においては、追加的に位置情報を取得する必要はなく、必然的に

位置情報が付されるデータを対象とする。なお、調査データの取得に当たっては、

当該協力準備調査の実施対象地域の法令におけるデータの所有権及び利用権を確

認する。関連する法令が存在しない場合或いは法令の適用有無が判断できない場合、

調査実施地域の管轄機関に当該協力準備調査で取得したデータの所有権及び利用

権について確認する。確認の結果、JICAが当該データを所有あるいは利用すること

ができるものについてのみ提出すること。 

データ格納媒体：CD-Rを基本とする。CD-Rに格納できないデータについては提

出方法をJICAと協議する。 

データ形式：KMLもしくはGeoJSON形式とし、ラスターデータに関しては

GeoTIFF形式で提出する。なお、Google Earth Engineを用いて解析を行った場合は、

そのコードを最終報告書に合わせ提出する。 

 

（１２） リスク管理シート（Risk Management Framework）について 

開発途上国における円借款事業は、実施段階で十分な監理を行っても期限内・予

算内に完成しないケースや、事業完成後の便益が当初の想定水準に達しないケース

があり、大型のインフラ事業においてこのような状況がもたらす影響は特に大きい。

こうしたケースの発生を未然に防止しつつ、審査段階および実施（案件監理）段階

において発生し得る問題への対応策を予め検討しておくためには、案件形成の初期

段階において潜在的なリスク要因の特定および対応策の策定を行う必要がある。こ

れを踏まえ、本業務においてはJICAが提示する様式を用いて、本事業のリスク及び
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その対応策を取り纏める。 

 

（１３） 他処理区の下水道整備計画の進捗・見通しを踏まえた事業内容の検討 

 本調査の対象地域はチョットグラム市内の6つの処理区のうち、第2・第4処理区で

あるが、第1処理区はバングラデシュ政府自己予算にて準備が進められており、2022

年に着工予定となっている。また、第3処理区では韓国の対外経済協力基金、第5処理

区ではフランス開発庁がそれぞれフィージビリティ・スタディを先行して実施してい

る。先方実施機関であるCWASAは、これまで下水道事業の運営・維持管理の経験を

有さないため、各処理区で提案される下水道の設計が大きく異なることにより、運営・

維持管理上の混乱を招きかねない。事業内容の検討においては、整備予定の他処理区

の下水道整備計画の進捗・見通しを踏まえ、運営・維持管理面の効率性等を踏まえ、

検討を進めること。なお、他処理区の関係者等との協議を実施する際には、CWASA

に事前に了解を取るとともに、関係者間との協議場面においても可能な限りCWASA

関係者を巻き込む形で実施すること。 

 

（１４） 下水道システムの設計検討に係る検討及び調査初期での方針決定 

下水の排除方式について、世界銀行が「Chittagong Water Supply Improvement and 

Sanitation Project」で策定支援を行ったマスタープランにおいて、当面は合流式（遮

集式）での整備とし、長期的な開発計画として分流式へ段階的に移行することが提案

されている一方で、CWASAは先行して整備が進む第1処理区において分流式で整備す

る意向を示している。また、下水の処理方式についても、マスタープランでは散水ろ

床法を提案している一方で、CWASAは第1処理区において高度処理オキシデーション

ディッチ法での整備を検討している。これらの下水道システムの仕様は以後の調査実

施・検討にあたり重要な決定事項となることが想定されるため、調査の初期段階にお

いて、本事業において採用する下水道システムの仕様については、先方実施機関にマ

スタープランからの方針変更の経緯・理由を十分に確認し、実施中の専門家派遣「都

市衛生改善アドバイザー」との意見交換を実施し、代替案との比較を行った上で、調

査団が提案する方式の根拠と理由、優位性等について資料として取りまとめ、JICA本

部への事前説明・確認を行った上で、先方実施機関等との協議に臨むこと。 

 

（１５） 「都市衛生改善アドバイザー」との連携を通じた中期的なアクションプラン 

     案の策定 

 専門家派遣「都市衛生改善アドバイザー」では、チョットグラム市における下水道

整備の課題整理に基づき、下水道整備の計画と運用に必要な能力強化を目的として、

既存のマスタープラン及び先行する第1処理区整備事業のレビュー、下水道整備の計

画促進に向けた組織・財務体制の課題整理支援、新たな下水道整備計画の作成支援、

先行する第1処理区事業の計画に基づく設計時及び建設時に想定される課題整理支援、

CWASAの設計・施工管理能力向上支援、下水道施設の設計指針・技術基準・マニュ

アル等の策定支援等を実施している。本事業の実施体制及び運営・維持管理体制の検

討にあたっては、専門家派遣「都市衛生改善アドバイザー」との連携を図り、既存成

果を活用の上で、今後のCWASAによる下水道整備にあたり、求められるビジョン、

組織・経営戦略の課題を整理し、また、持続的な体制構築のための法制度、組織経営、

財務等の観点で必要な活動・手続き（例：下水道運営に必要な法制度の整備、排水の

水質基準の整備・改定、下水道料金体系・徴収システムの構築、人員・組織体制の強
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化、工事実施・各戸接続に係る許認可・申請手続の制度設計、各戸接続工事の検査手

順の整備、契約管理体制の強化）を整理し、それぞれについて具体的な工程や達成期

限を定めたアクションプラン案として取りまとめること。また、アクションプラン案

を取りまとめた上で、特に事業の実施や運営・維持管理に際し発生するボトルネック

や留意事項の解消に当たっては、技術的な支援の必要性について検討し、技術支援の

内容を提案すること。なお、アクションプラン案策定後にCWASA及び関係省庁・機

関が主体的にアクションプラン案を承認・実行するように、アクションプラン案策定

に際してはCWASA及び関係省庁・機関との間で密なコミュニケーションをとり、

CWASA及び関係省庁・機関がアクションプラン案の内容・実施の必要性を十分に理

解するように努めること。 

 

（１６） 持続的な運営・維持管理体制の検討 

 CWASAは下水道事業の運営・維持管理の経験を有さず、下水道施設における技術

面、下水道料金体系・徴収システム等を含めた財務面、下水道経営・人員配置等の組

織面での運営・維持管理体制に課題がある。運営・維持管理体制の検討にあたっては、

運営・維持管理体制における課題及び必要となる制度、手続きなどについて整理し、

事業対象地域のみならず、上述した他処理区の進捗・見通し、先行整備が進むダッカ

や近隣国の事例等を参照の上で、組織面・財務面・技術面で持続性が認められる運営・

維持管理体制を提案すること。また、留意すべき事項・ボトルネックの解消に当たっ

ては、技術的な支援の必要性について検討し、提案すること。 

 

（１７） JICAによるファクトファインディングミッション及び審査への協力 

 本事業の成果を踏まえ、JICAは、本事業に対するファクトファインディングミッシ

ョン（以下、「F/F」という。）及び審査を、それぞれ2022年12月頃、2023年2月頃に

実施することを想定している。また、必要に応じて、JICAによる調査ミッション（キ

ックオフ、対象範囲の決定、レポート説明協議等）を実施することを想定している。

F/Fや調査ミッション前に、調査の進捗報告を行うとともに、ミッションの日程に一

部同行し、情報収集や本事業内容の検討に向けた支援を行うこと。また、審査前に、

JICAからの調査結果に関する情報提供依頼があれば速やかに回答すること。なお、F/F

や審査等の日程については変更の可能性があるため、時期についてはJICAに確認する

こと。 

 

（１８） バングラデシュ政府内の事業承認手続き 

日本政府による検討を経て円借款供与に至る場合は、事業の円滑な実施のため、借

款契約調印に先立ち、バングラデシュ政府内での開発事業提案書（Development 

Project Proposal：DPP）が承認されていることが必要なため、DPP策定・承認に係る

側面支援を行う。  

 

第６条 業務の内容 

（１）業務計画書の作成・提出 

  業務計画書を共通仕様書第6条に従い作成し、JICAに提出する。 

 

（２）インセプション・レポートの作成・協議 

１） 借入国政府からの要請関連資料及び既存調査結果等の内容を確認した上で、
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調査全体の方針・方法及び作業計画を検討し、全体調査計画を策定する。特

に先行調査における課題点や更新が必要な箇所を整理し、借入国政府側にて

検討・調整が必要な事項、現地でさらに収集する必要がある資料、情報、デ

ータをリストアップし、全体調査計画に反映する。 

２） 上記の作業を踏まえて、インセプション・レポートを作成し、JICAに事前確

認を求める。 

３） 現地調査の冒頭に、インセプション・レポートに基づき、実施機関、関係省

庁・機関に対し、調査方針、調査計画、便宜供与依頼事項等を説明し、内容

を協議・確認する。 

 

（３）事業の背景・必要性の確認・整理 

  対象事業の背景や必要性を確認・整理するために必要な情報収集、分析を行う。

一般的に必要となる事項は以下のようなものであるが、対象セクターや事業の特性

に応じて適宜項目を追加・修正すること。 

１） バングラデシュにおける下水道整備事業に係る法制度（水質汚濁防止法、上

下水道料金法、各戸接続規則等）や政策・上位計画（「Perspective Plan 2041」、

「第8次5ヵ年計画（2020/2021-2024/2025）」、「水と衛生の国家戦略」を

含む）等を確認する。この他にも関連する法制度や政策・上位計画の存在が

確認される場合、情報収集・分析を行う。 

２） 事業対象地域及びバングラデシュ国内他地域（ダッカ等）における下水道整

備の現状と課題を調査し、事業対象下水道整備事業の位置づけ・重要性を確

認する。想定される項目は、以下のとおりだが、この他にも概略設計に有益

と判断される現状・課題が確認される場合、情報収集・分析を行う。 

・下水道整備・経営方針（下水道整備計画区域、経営収支状況、料金徴収制

度、各戸接続率、上位政府からの補助金交付の有無や制度等） 

・既存下水道システムの状況（処理水質、処理人口、流入量、処理場位置、

水処理方式、汚泥処理方式、放流先の現状、し尿・腐敗槽、下水汚泥及びし

尿・腐敗槽汚泥の処分方法、汚泥処分先の確保状況と将来見通し、 運転・

維持管理状況、電力の供給状況、既存排水路の状況等） 

・衛生状況（浸水被害、水質汚濁及び利水障害、公衆衛生及び健康被害等） 

３） 事業対象地域及びその周辺の経済・社会・環境の状況を把握する。 

・ 当該地域の開発計画 

・ 人口（年齢構成、増加率、貧困率、分布・密度等を含む） 

・ 産業構造、1人あたりGDP、 

・ 保健衛生状況、 

・ 家計収入・支出 

・ 民族、風習、宗教 

・ 自然保護区域の有無、等 

４） バングラデシュの下水道セクターにおける、JICA、他ドナー・国際機関、NGO

等の援助傾向（協力実績・過去事業での教訓・予定等）を確認する。 

 

（４）自然条件調査等の実施 

  概略設計、施工計画、積算について必要な精度を確保し、また事業により新設・

拡張・附帯される施設・設備が自然・社会・生活環境に及ぼす影響を適切に予測し、
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その影響を回避／最小化しうる設計・施工を検討するため、以下に示す自然条件調

査等を行う。既存のデータを最大限活用することとし、既存データが存在しない、

及び既存データでは十分な情報が得られない際は下記に該当する調査を行う。本業

務については、現地再委託にて実施することを認める。 

具体的な自然条件調査等の細目（調査項目、調査内容、仕様、数量、所要期間等）

については、下記において特段の指定がない限り、コンサルタントがプロポーザル

で提案することとする。なお、上記項目以外に必要だと判断される自然条件等の調

査が考えられる場合は、併せてプロポーザルで提案することとする。 

但し、調査コスト削減のため、マスタープランや専門家派遣「都市衛生改善アド

バイザー」等の既存資料から得られる情報を可能な限り活用し、必要最小限の調査

となるよう留意する。 

１） 気象・水文調査（水質調査を除く） 

・ 調査目的：事業対象地域の気象・水文に関する情報収集を行う。 

・ 調査内容：a)気象調査、b)水文調査 

・ 調査の場所：バングラデシュ全域、チョットグラム市  

・ 調査の仕様：a)対象項目（気温、湿度、降水量、風量・風向・風速、蒸発散、

日照時間、日照量、地下浸透量等）の情報収集・分析、b)対象項目（水文デー

タのインベントリー調査、降水量、放流先河川の水位・水量観測データや計画

高水位等の河川管理に係る情報等）の情報収集・分析。 

・ 成果品：調査結果報告書（デジタルデータを含む） 

 

２） 水質調査 

・ 調査目的：未処理下水（生活汚水（し尿及び生活雑排水）、営業汚水、工場排

水（本事業により整備される下水処理場により処理される場合）） 、及び河

川等公共水域の水質を把握する。 

・ 調査内容：水質調査 

・ 調査の場所：対象地域の汚水、放流予定の河川・海等の公共水域 

・ 調査の仕様：対象項目（BOD、COD、TSS、リン、窒素、大腸菌群、重金属）

の測定、及び現地測定（温度、pH、濁度等）（バングラデシュ及び我が国の環

境基準、放流水質基準が定める項目を参考としてプロポーザルにて提案するこ

と。また工場排水についても調査を行う場合は、各工場の性質に鑑み、重金属

や有機溶剤等を検査項目に加えるとともに、除害施設設置の必要性の有無につ

いても検討を行うこと）。なお、乾季用と雨季用で各1回ずつ調査を実施する

こと。 

・ 成果品：調査結果報告書（デジタルデータを含む） 

 

３） 地質調査 

・ 調査目的：下水道の計画・設計・施工及び積算に必要な地質状況を把握する。 

・ 調査内容：ボーリング調査及び室内土質試験 

・ 調査の場所：a)下水処理場予定地、b)下水道幹線管渠ルート（ポンプ場予定地・

下水道管渠予定地） 

・ 調査の仕様： 

a)ボーリング調査（6箇所程度（処理場用地30ha及び周辺範囲100mでの実施を

想定。必要数量や考え方についてプロポーザルでの提案内容に含むこと）、掘
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削長50m程度（プロポーザルでの提案内容に含むこと）、試料採取、標準貫入

試験、地下水測定）、室内土質試験（物理試験、力学試験） 

b)ボーリング調査（15箇所程度（ポンプ場予定地（5箇所程度）に加え、主要

幹線上（10箇所）での実施を想定。必要数量や考え方についてプロポーザルで

の提案内容に含むこと）、掘削長はポンプ場予定地で20m程度、主要幹線では

10m程度（プロポーザルでの提案内容に含むこと）、試料採取、標準貫入試験、

地下水測定）、室内土質試験（物理試験、力学試験） 

・ 成果品：試験及び解析結果、ボーリング、土質柱状図、ボーリング標高、地質

調査結果報告書（デジタルデータを含む） 

 

４） 地形測量 

・ 調査目的：下水道施設の設計、施工計画、積算に必要な地形の情報を把握する。 

・ 調査内容：a)路線測量、b)平面測量 

・ 調査の場所：a)下水道管路予定地及びポンプ場建設予定地、b）下水道処理場

及びポンプ場建設予定地 

・ 調査の仕様： 

a)排水路上の道路の縦断測量の実施・図化、道路延長50m毎に横断測量の実施・

図化（約1000断面）、取付水路の高さ関係の明確化（プロポーザルでの提案内

容に含むこと） 

b)施設建設用地内及びその周囲100m程度における平面測量の実施・図化（プ

ロポーザルでの提案内容に含むこと） 

・ 成果品：a)縦断図及び横断図、測量成果報告書（デジタルデータを含む）、b)

平面図及び縦断図、測量結果報告書（デジタルデータを含む） 

 

５） 地下埋設物調査（試掘調査を含む） 

・ 調査目的：下水管渠敷設工事を実施するにあたり、障害となる既存の地下埋設

物を把握する。なお、地下埋設物の調査に当たっては、現在の状況だけでなく、

現地の土地利用状況・計画等も参考にし、実施中あるいは将来計画のある地下

埋設物についても調査・把握し、必要に応じて調整すること。 

・ 調査内容：上水道、下水/排水管、電話、電気、テレビ、ラジオ、光ファイバー

等の地下埋設物調査、試掘調査（4ヵ所（プロポーザルでの提案内容に含むこ

と）） 

・ 調査の場所：調査対象施設の周辺地域 

・ 調査の仕様：各管轄関係機関から埋設物に関する埋設位置図、施工図等のデー

タを収集し、整理する。収集した資料に基づいて決定した地点で試掘を行い、

地下埋設物の埋設状況を確認する。 

・ 成果品：収集資料、試掘調査結果報告書（デジタルデータを含む） 

 

（５）代替案の検討 

  上記各種調査や先行調査等のレビューから得られた情報に基づき、経済性、施工

性、維持管理、環境社会面の影響の回避・最小化等の観点から、「プロジェクトを

実施しない」案も含め、必要な代替案の検討を行う（下記において特に指定のある

事項については必ず代替案の検討を行うものとするが、それ以外でも検討すべき事

項があれば、それらについても代替案の検討を行うこと）。 
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 代替案検討が求められる項目 

１） 下水道処理区域及び下水処理場建設予定地（経済性等を考慮した処理区域・

下水処理場・送水ルート等） 

２） 下水の排除方式（分流式、合流式等） 

３） 下水管渠の排除方式（自然流下、圧送式、圧力式、真空式等） 

４） 下水管渠の種類（陶管、鉄筋コンクリート管、ヒューム管、硬質塩化ビニル

管、ダグタイル鋳鉄管等） 

５） 下水管渠の施工方式（開削工法、推進工法、シールド工法等） 

６） 水処理方式（散水ろ床法、標準活性汚泥法等） 

７） 汚泥処理方式（濃縮、脱水、汚泥有効利用施設等）、汚泥有効利用の可能性 

 

（６）概略設計 

上記各種調査や先行調査等のレビュー、代替案の検討を踏まえ、以下の概略設計を

行う。なお、概略設計実施にあたっては、当該事業に係る設計方針を提案し、JICA本

部へ協議・承認を得るとともに、先方実施機関からの合意を得る。 

また、「協力準備調査の設計・積算マニュアル（試行版）」（2009年3月版）を参

照して設計総括表を作成し、JICAに対し適用すべき諸基準等の設計条件を説明し、確

認を取る。 

なお、概略設計においては、プロポーザルで提案したCIM/BIMの活用の具体的な内

容を反映すること。また、本事業により、気候変動対策（緩和及び適応）に資する可

能性があれば、それらを考慮した概略設計を提案すること。 

１） （下水処理場、ポンプ場、下水管渠）の概略設計 

・ 位置図 

・ 全体計画図（縮尺1/100~500程度） 

・ 平面図、横断図、縦断図（縮尺1/100~500程度） 

・ 一般構造図（縮尺1/100~500程度） 

・ その他小構造物の設計図（側溝、ます及び取付管等） 

２） 電気設備・保守設備・防災設備の計画 

事業完成後、将来処理量を考慮し、安全性に配慮した設備計画を検討する。また、

供用時、将来の運用計画を満足するための配電計画、消火栓配置、用水確保等を検

討する。 

３） 完成予想図（CIM/BIMを活用したCG等） 

3次元モデルを含むCIM/BIMを活用する等して、完成予想図を作成する。 

 

（７）事業実施計画の策定 

１） 施工計画（仮設・架設を含む） 

建設工法、施工手順、排水等の仮設備計画、及び資機材等の調達方法・輸送ルー

ト・手段及び施工に必要な工事用道路、ストックヤード等の用地取得計画を施工計

画にて提案する。施工計画の策定に当たっては、可能性のある施工ヤード、資機材

の搬出入方法、掘削土の搬出・処分方法などの調査結果も踏まえる。 

また、想定される事業地の周辺の既存道の状況を踏まえ、工事用道路としての使

用可能性に配慮して、必要に応じて周辺既存道路の改修計画も考慮する。 

２） 建設期間中の交通管理計画及び安全管理計画 

安全対策に係る借入国の法令及び「JICA安全標準仕様書（JICA Standard Safety 
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Specification: JSSS」（2021年2月）を確認の上、工事安全対策並びに事業地周辺の

交通への負荷を考慮した交通管理計画を提案する。また、治安上の安全対策として

必要な経費が発生する可能性がある場合はJICAから提供される「安全対策ガイダン

ス」（2019年4月）を参照しつつ、事業費に計上する。 

３） 特殊工法、調達方法に影響する可能性のある工法 

特殊工法、調達方法に影響する可能性のある工法がある場合には、施工計画の中

で明確にする。 

４） 必要な資機材の調達事情 

事業で使用する主な資機材について、借入国、隣接国又は第三国での調達可能性

を整理する。 

５） 資機材調達計画 

本事業で調達する主な資機材について、最も合理的な調達先を整理し、資機材調

達計画を策定する（施工段階での陸上・海上輸送計画、維持管理段階で必要となる

部材・パーツ・機材の調達計画を含む。）。 

６） 事業実施スケジュールの策定 

施工計画、資機材調達計画、相手国政府の手続きや用地取得等を踏まえて、月単

位のバーチャート形式のスケジュールを策定する。また、施工・調達にあたって重

要な項目及び環境社会配慮や森林・耕作地（休耕地を含む）、使用許可、用地取得

等の外部条件を調査・整理して、バーチャート上に示す。その際には、施工にあた

って必要となる資機材の仮置き場及び工事用地の確保、施工に必要な工事用道路構

築等に要する期間について適切に反映する。 

 

（８）本邦技術の活用可能性の検討 

１） 事業における技術的ニーズ 

本事業に要請される技術的なニーズ（施工性、維持管理性、必用に応じて耐震性・

耐風性など）を整理する。 

２） 活用可能な本邦技術・工法 

本邦技術・工法について、効果、機能、本邦の優位性、取扱い本邦企業、海外で

の活用実績、類似技術を整理する。また、競合国企業の技術レベル、施工実績等も

整理する。 

なお、本邦企業に優位性があると考えられる技術として以下を想定するが、提案

を求める技術を以下に限る趣旨ではない。 

・ 非開削工法（推進工法、シールド工法等） 

・ スクリュープレス汚泥脱水機 等 

３） 借入国が活用を希望する本邦技術・工法 

借入国が活用を希望する本邦技術・工法について、効果、機能、本邦の優位性、

取扱い本邦企業、海外での活用実績、類似技術を整理する。 

４） 本事業で適用されるべき本邦技術・工法 

上記検討、及び先方関係省庁・機関の意向を踏まえ、本事業で適用されるべき本

邦技術・工法について、提案する。 

 

（９）事業費の積算 

事業費については、以下に従って積算する。 

１） 事業費項目 
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概略事業費の積算に当たっては、基本的に以下の項目に分けて積算を行う。なお、

報告書には事業費の総表を記載することとし、個別具体的な積算結果は、報告書に

は記載せず、別途JICAに提出する。このうち、下線部についてはその算出方法等を

JICAから指示することがある。 

ア． 本体事業費 

イ． 本体事業費に関するプライスエスカレーション 

ウ． 本体事業費に関する予備費 

エ． 建中金利 

オ． フロントエンドフィー 

カ． コンサルタント費（プライスエスカレーションと予備費を含む） 

キ． その他１（融資非適格項目） 

① 用地補償等 

② 関税・税金 

③ 事業実施者の一般管理費 

ク．その他２（融資非適格項目※） 

① 完成後の委託保守費 

② 初期運転資金 

③ 研修・トレーニング費用、広報・啓蒙活動等に要する費用 

※案件の性質によっては融資適格項目とすることが可能。 

２） 事業費の算出様式 

事業については、別途JICAから提供されるコスト積算支援システム（Excelファ

イル）の様式にて提出する。なお、同様式については、事業費を事業実施期間の各

暦年へ割り振った形式となっている。なお、コスト積算支援ツールの動作環境は、

64bit版Windows OS(Windows 10以上)を推奨している（Macintoshは推奨しない）。 

３） 準拠ガイドライン 

積算に当たっては、「協力準備調査の設計・積算マニュアル（試行版）（2009年

3月版）」を参照する。 

４） 積算総括表 

積算に当たっては、「協力準備調査の設計・積算マニュアル（試行版）（2009年

3月版）」を参照して積算総括表を作成し、JICAに対しその内容を説明し、確認を

取ることとする。 

５） 直接工事費・諸経費の内訳 

直接工事費の内訳（Bill of Quantity: BQ）、諸経費（共通仮設費、現場管理費、一

般管理費等）の内訳について、算定根拠（バックデータ、適用した積算基準等）と

ともにJICAに提出する。 

なお、直接工事費の内訳（Bill of Quantity: BQ）は、予備設計レベル（百番台）と

同等以上に細分化すること。 

また、諸経費（共通仮設費、現場管理費、一般管理費等）については、率計上

分に加えて、積上げ計上分も含むものとする（積上げ計上については、具体的に計

上した費目が分かるように明記すること。）。 

６） 概略事業費にかかるコスト縮減の検討 

概略事業費の算出に当たっては、事業目的の達成を前提としてコスト縮減の可能

性がある事項を整理し、コスト縮減策をとることができる場合の制約条件とその効
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果にかかる検討結果を別途JICAが指示する様式にとりまとめ、提出する。特に主要

な本邦技術・工法については、従来技術・工法とのコスト比較は必須とする。 

７） 類似事業との概略事業費等の比較 

事業費については、その妥当性を確認するため、他ドナーや借入国政府等が実施

した類似事業について以下を含む情報を入手し、比較表及び参考となる写真を添付

して「事業費等の比較資料」（様式の指定なし）を簡便に作成し、概略事業費の妥

当性を示す資料として報告書には記載せずに別途JICAに提出する。 

・ 実施時期 

・ 事業費（総事業費（当初見積額・実績額）及び内訳） 

・ 設計条件・仕様 

・ 入札方法（PQ基準、国際入札／国内入札等） 

・ 契約条件（総価方式／BQ方式、支払条件（履行保証の有無等）等） 

・ 施工監理方法（品質管理、工程管理、安全管理・保安対策等） 

 

（１０） 調達計画の策定 

概略設計、施工計画に基づき、調達すべき資機材の数量を算出する。また、将来の

コントラクター応札の観点から契約形態に相応しいパッケージ分けを検討し、パッケ

ージごとに外貨・内貨の内訳を設定根拠とともに明らかにする。検討にあたっては「円

借款事業の調達およびコンサルタント雇用ガイドライン（2012年4月）」、及び各種

標準入札書類の内容を踏まえること。なお、下記２）～４）の内容については報告書

には記載せず、別途JICAに提出する。 

１） 借入国における当該類似事業の調達事情 

・ 当該事業で実施される類似の工事／設備導入にかかる入札と契約にかかる一

般事情 

・ 現地施工業者の一般事情（施工実績、保有する建設機械等） 

・ 現地コンサルタントの一般事情（詳細設計、入札補助、施工監理における経験・

能力） 

２） 入札手法、契約条件の設定 

・ 調達方式 

・ 契約約款 

・ 契約条件書等の設定の基本方針 

・ 適用するJICA標準入札書類 等 

３） コンサルタントの選定方法案 

・ ショートリストの策定方法 

・ コンサルタントのプロポーザル選定方法（QCBS/QBS）等 

４） 施工業者の選定方針案 

・ PQ条件の設定 

・ 入札パッケージ（発注規模、工種別の発注等）の考え方 

・ Local Competitive Bidding（LCB）の採否 等 

 

（１１） 組織・経営体制構築のための中期的なアクションプラン案の策定 

専門家派遣「都市衛生改善アドバイザー」との連携を図り、既存成果を活用の上で、

今後のCWASAによる下水道事業実施にあたり、求められるビジョンや組織・経営戦

略を整理し、持続的な組織・経営体制構築のために必要な活動・手続き及びスケジュ
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ール等の全体像を把握できるようアクションプラン案として取りまとめる。 

１） CWASAの組織・経営戦略の確認及び課題の整理 

既存資料の確認、並びにCWASA及び関係省庁・機関等との協議を通じて、今後の

CWASAのビジョン及び長期的な組織・経営戦略を確認し、課題を整理する。 

２） 組織・経営体制の課題及び必要な活動・手続きの整理 

CWASA及び専門家派遣「都市衛生改善アドバイザー」に派遣中の専門家との意

見交換を実施し、CWASAによる下水道事業経営に係る課題、及び必要な法制度、

組織体制構築・経営改善に必要な活動・手続きを整理する。 

３） 組織・経営体制に係るアクションプラン案の作成 

上記１）で確認されたビジョン及び長期的な組織・経営目標達成のため、２）で

整理された必要な活動・手続きを時系列に整理し、実施主体、関係者、実施目標ス

ケジュール等を整理したアクションプラン案を作成する。また、CWASA及び関係

省庁・機関によるアクションプランの承認に向けた必要手続き及び想定スケジュー

ルについても検討し、提案する。 

４） 実施段階における技術支援の必要性 

CWASAのビジョン、組織・経営戦略及び体制について、上記３）で案が作成さ

れ、CWASAによって承認されたアクションプランに基づき、本事業の実施及び運

営・維持管理体制構築のために留意すべき事項・ボトルネックの解消に当たっては、

技術的な支援の必要性について検討し、提案する。 

 
 

（１２） 事業実施体制の検討 

１） 実施機関の体制（組織面） 

実施機関の法的位置づけ、業務分掌、組織構造（組織図、意思決定の手順等）、

人員体制（部署別・職種別の人数（定数、現任職員数、空席数等）、採用計画、就

業規則、人員・労務管理規定、人事異動・昇進状況等）などを整理する。 

２） 実施機関の体制（財務・予算面） 

実施機関の財務状況（収入・支出、資産・負債の状況等）、予算の実績・見通を

整理し、財務健全性を確認する。 

３） 実施機関の体制（技術面） 

実施機関が保有する技術者、技術基準、研修、機材などを整理する。 

４） 実施機関の類似事業の実績 

実施機関が事業主体となった同規模の事業の実績（実施中を含む）・課題を整理

する。 

５） 実施段階における技術支援の必要性 

事業実施体制について、上記１）～４）における課題及び必要となる制度、手続

きなどについて整理し、留意すべき事項・ボトルネックの解消に当たっては、技術

的な支援の必要性について検討し、提案する。 

 

（１３） 運営・維持管理体制の検討 

１） 運営・維持管理機関の体制（組織・法制面） 

運営・維持管理機関の法的位置づけ、業務分掌、組織構造、人員体制、下水道料

金徴収にかかる法制度・手続き、戸別接続に係る法制度・手続き・実施体制（実施

機関・民間業者・個人の役割分担及び費用負担、道路上の工事実施許認可や資材調
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達等接続工事等）などを整理する。 

２） 運営・維持管理機関の体制（財務・予算面） 

運営・維持管理機関の財務状況を（公社等の場合は）財務諸表の分析、（省庁等

の場合は）予算実績や開発計画における見通し等を通じて整理することで、運営・

維持管理体制の財務的持続性を確認する。なお、CWASAは下水道事業の運営・維

持管理の経験を有さないため、下水道料金体系・徴収システム等を含めた財務面で

の持続的な運営・維持管理体制の確立が重要である。財務・予算面での検討にあた

っては、住民の支払意思額等も十分に確認の上、ダッカや近隣国の事例を念頭に、

専門家派遣「都市衛生改善アドバイザー」に従事する専門家や、先行して整備が進

む他処理区の関係者等も巻き込み、CWASAとの積極的な協議を実施し、適切な下

水道料金体系・徴収方法等を整理すること。 

３） 運営・維持管理機関の体制（技術面） 

運営・維持管理機関が保有する技術者、技術基準、研修、機材、マニュアル（各

戸接続工事の仕様・検査手順等）などを整理する。 

４） 運営・維持管理機関の運営・維持の実績 

運営・維持管理機関が運営・維持している施設の名称、規模、立地地域などを整

理する。 

５） 運営・維持管理段階における技術支援の必要性 

運営・維持管理体制について、上記１）～４）における課題及び必要となる制度、

手続きなどを整理し、ボトルネックの解消に当たり必要となる技術支援の内容を検

討し、提案する。特に、下水道事業の財務的な持続性確保のために下水道料金徴収

を行う必要がある場合、下水道料金を徴収するための料金設定・改定、各戸接続（遮

集式以外が採用される場合のみ）及び料金回収実施に必要な法制度・手続き・運営

体制（民間業者との連携も含む）等、制度面での体制強化に係る技術支援について

も、ダッカや近隣国の事例も踏まえつつ、明確な根拠を以て提案すること。 

 

（１４） 汚泥処分に係る実施体制の検討 

本事業で整備する下水汚泥処理施設の施設検討と併せ、処理後の下水汚泥の最終処

分先（又は有効利用先）への搬出・処分について、先行して整備が進む他処理区の進

捗・見通しも確認の上、最終処分先（又は有効利用先）の確保見通し、搬出を行う民

間事業者の確認、実施機関による汚泥処分に係る事務手続きを検討し、汚泥処分に係

る実施体制についての留意事項を整理するとともに、必要な提案を行う。また、民間

事業者と連携した汚泥処理・処分の運営体制構築の可能性についても検討し、提案す

る。さらに、本事業後の成果の発現・持続性を確保する観点から、最終処分先（又は

有効利用先）の運営・維持管理体制の構築を支援する必要性等についても検討する。 

 

（１５） 本事業を推進するための技術支援の検討 

 上記、（１）～（１４）にて整理された課題及び必要となる制度、手続き等に対し

て、留意すべき事項・ボトルネックの解消に必要な技術的な支援のうち、本事業のコ

ンポーネントを除き、JICAの資金協力、技術協力等による支援が望ましい支援内容が

ある場合、その候補事業、候補事業の提案に至った背景・課題、望ましい支援方法（技

術協力、無償資金協力、有償資金協力等）、事業金額（積算結果含む）、事業スケジ

ュール、具体的な活動内容、等を提案すること。 
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（１６） 実施機関負担事項の確認 

１） 用地の取得・確保（作業用地、土取り場、土捨て場等を含む） 

工事実施に必要となる用地について、所有者、規模、位置、アクセス方法、取得

完了予定時期、実施機関の責任・役割を整理する。また、作業用地、土取り場、土

捨て場については、位置、規模の概略を確定する。 

２） 住民移転 

住民移転について、地籍図を基に合法・非合法別の移転規模、移転完了時期、実

施機関の責任・役割を整理する。 

３） 支障物移設 

地下埋設物、架空線等の支障物移設について、支障物の種類ごとに移設完了時期

（移設に必要な期間）、占有物件管理者・実施機関の責任・役割を整理する。 

４） 事業実施に必要な許認可 

事業実施に必要な許認可について、許認可権者、許認可取得に要する期間、実施

機関の責任・役割を整理する。 

５） 工事実施上の規制（工事安全、環境等を含む） 

工事実施上の規制について、規制権者、実施機関との関係を整理する。 

 

（１７） COVID-19による影響に配慮した計画策定 

コロナ対策に関する現地の法令・ガイダンス等を調査し、これらを踏まえて、下記の

通りコスト積算、実施スケジュール、コンサルタントTOR等に反映する。 

１） コスト積算 

現地の法令・ガイダンスや対外公表されている建設現場におけるコロナ対策を参

考に、必要となるコロナ対策費を積算に含める。また、事業実施中の感染拡大状況

の変化に対応するための暫定金額を計上する。 

２） 実施スケジュール、コンサルタントTOR・Person - Month（以下、「P/M」

という。）策定 

上記法令等を踏まえて、現実的なスケジュールならびに必要なTORを作成する。 

 

（１８） 環境社会配慮に係る調査 

「国際協力機構 環境社会配慮ガイドライン」（2010年4月）（以下、「JICA環境社

会配慮ガイドライン」）に基づき、環境社会配慮面も含めた代替案の比較検討を行い、

重要な環境影響項目の予測・評価、緩和策、モニタリング計画案の作成を行う。報告

書の作成においては、「カテゴリB案件報告書執筆要領（2019年11月）」に基づくこ

ととする（同要領は貸与資料扱いとする）。また、相手国等（関係官庁・機関）と協

議の上、調査結果を整理する形で、JICA環境社会配慮ガイドライン（2010年4月）＜

参考資料＞の環境チェックリスト案を作成する。 

環境社会配慮に関する主な調査項目は、以下のとおり。本業務については、現地の

事情に精通していることが必須であるため現地再委託にて実施することを認める。 

１） ベースとなる環境社会の状況の確認 

汚染対策項目、自然環境、自然保護・文化遺産保護の指定地域、土地利用、先住

民族の生活区域及び非自発的住民移転・用地取得等を含む社会経済状況等に関す

る情報収集。特に汚染対策等に関しては、現地での測定に基づくデータの収集を

含む。また、隣接する地域で環境社会配慮調査が過去に実施されている場合には、

既存のデータも参照しつつ必要な情報・データを収集すること。 
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２） 借入国政府の環境社会配慮制度・組織の確認 

 環境配慮（環境影響評価、情報公開等）に関連する法令や基準等 

 当国の制度における手続きや所要期間 

 「JICA環境社会配慮ガイドライン」との乖離及びその解消方法 

 関係機関の役割 

３） スコーピング（検討すべき代替案と重要な及び重要と思われる評価項目の範

囲並びに調査方法について決定すること）の実施 

４） 影響の予測（基本的に定量的予測を含む） 

５） 影響の評価及び代替案（「プロジェクトを実施しない」案を含む）の比較検

討 

６） 緩和策（回避・最小化・代償）の検討 

７） 環境管理計画（案）・モニタリング計画（実施体制、方法、費用、「モニタ

リングフォーム等）（案）の作成 

８） 予算、財源、実施体制の明確化 

９） ステークホルダー分析の実施とステークホルダー協議の開催支援（実施目的、

参加者、協議方法・内容等の検討。女性、こども、老人、貧困層、少数民族

等社会的な弱者については、一般に様々な環境影響や社会的影響を受けやす

い一方で、社会における意思決定プロセスへのアクセスが弱いことに留意し、

適切な配慮がされるよう支援する。 

 

（１９） 用地取得・住民移転にかかる計画案の作成 

JICA環境社会配慮ガイドライン（2010 年4月）及び世界銀行セーフガードポリシー

に基づき、大規模ではないが住民移転が生じる場合、若しくは用地取得が生じる場合

には簡易住民移転計画案の作成を行う。簡易住民移転計画案に含まれるべき内容は、

以下１）～１２）のとおり。具体的な作成手順・調査内容・方法については、世界銀

行 Involuntary Resettlement Source Book Planning and Implementation in 

Development Projectsも参照する。また、報告書の作成においては、「カテゴリB案件

報告書執筆要領（2019年11月）」に基づくこととする。簡易住民移転計画案を策定す

るために実施した、社会経済調査（人口センサス調査、財産・用地調査、家計・生活

調査）、再取得価格調査、生活再建対策ニーズ調査等の関連調査結果もJICAへ提出す

る。 

本事業のためにすでに用地取得あるいは住民移転が行われた土地がある場合、その

過程での住民協議方法や補償水準について確認の上、JICA環境社会配慮ガイドライン

（2010年4月）と乖離がある場合、その解消策を提案する。 

なお、本業務については、現地の事情に精通していることが必須であるため現地再

委託にて実施することを認める。 

 

１） 用地取得・住民移転（所有する土地や構造物への影響により主たる生計手段

を失う経済的移転を含む）・樹木や作物の伐採等の必要性 

２） 事業対象地の全占有者を対象とした人口センサス調査、地籍・財産・用地調

査結果 

３） 事業対象地の占有者の最低20％を対象とした家計・生活調査結果 

４） 損失資産の補償及び生活再建対策の受給権者要件 

５） 再取得価格調査を踏まえた、再取得費用に基づく損失資産の補償手続き 
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６） 生活再建対策ニーズ調査結果を踏まえた、移転前と比べ、受給権者の家計・

生活水準を改善、少なくとも回復させるための生活再建対策 

７） 苦情処理を担う組織の権限及び苦情処理手続き 

８） 住民移転に責任を有する機関（実施機関、地方自治体、コンサルタント、

NGO等）の特定及びその責務 

９） 損失資産の補償支払完了後、物理的な移転を開始させる実施スケジュール 

１０） 費用と財源 

１１） 実施機関によるモニタリング体制、モニタリングフォーム 

１２） 社会的弱者や移転先住民にも十分配慮した形で、住民移転の計画立案から

実施を通じて住民参加を確保するための戦略を作成する。当該戦略には、ス

テークホルダー分析、初期設計代替案に関する住民協議、社会経済調査を通

じた個別世帯への事業説明、鍵となる人物へのインタビュー、社会的弱者等

とのフォーカスグループディスカッション、補償方針を含めた住民移転計画

案に関する住民協議、移転情報冊子の配布、移転住民の参加を確保した実

施・モニタリング体制が含まれることが望ましい。なお、案件形成段階の住

民参加を確保するための戦略については、実際に、住民説明・協議の開催支

援を行う。また、住民説明・協議を開催した場合は議事録を作成し、得られ

た意見については住民移転計画へ如何に反映したかも記載する。 

 

（２０） ジェンダー視点に立った調査と計画策定 

１） 現状把握 

  事業対象地域のジェンダーに関連する社会規範・慣習を踏まえ、本事業で想定

する裨益者の男女で異なるニーズや課題等について調査する。また、実施機関に

おける女性の雇用促進や管理職割合、技術者育成等のジェンダーに係る方針を確

認するとともに、他ドナー実施分も含む類似事業における労働者の女性割合の現

状、ジェンダー視点に係る施策の有無・内容等を調査する。 

２） 上記を踏まえた実施機関との協議 

  上記の調査実施後、実施機関との協議を行い、ジェンダー課題やニーズに対応

するための取組み（本事業におけるジェンダー視点に立った設計・仕様・取組の

反映、本体工事における非熟練／熟練労働者雇用に占める女性割合の設定、同一

賃金の徹底、女性労働者用ファシリティの設置、等）の事業内容への反映を検討

する。加えて、住民説明会におけるジェンダーバランスの担保、男女双方からの

ヒアリングを通じた対象地域被影響住民の適切な把握、寡婦世帯・女性世帯主世

帯など特に脆弱な状況におかれた世帯への特別保証措置等の方策につき、検討す

る。 

具体的な検討に際してのステップは以下の通り。 

① 本事業の枠組みの中でジェンダー課題を解消するための設計・仕様・取組を

特定・設定する。 

② ジェンダー視点に立ったアウトプット（運用・効果）設定の必要性を検討す

る。 

③ ジェンダー視点に立った設計・仕様・取組を担保し測定するための運用・効

果指標を設定する。 

 

（２１） 免税措置の確認 
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当国での先行する円借款事業における免税対応も参考に、本事業における当国の免税

措置について、当国の法制度を参照しつつ、確認する。 

 

（２２） 本事業実施にあたっての留意事項の整理 

本事業を円借款事業として実施する場合、その円滑な実施に直接的な影響を与える

と考えられる留意事項を整理する。なお、プロジェクト実施に際しての以下の項目を

含む調達方法のあり方については、考え方を整理して、「調査関連資料」として、別

途JICAに提出する。 

１） 借入国における当該類似業務の調達事情 

 一般土木・建築工事の入札と契約にかかる一般事情 

 現地コンサルタント（詳細設計、施工監理）の一般状況 

 現地施工業者の情報 

２） 入札手法、契約条件の設定 

 契約、契約条件書等の設定の基本方針等 

３） コンサルタントの選定方法 

 International Consultantsの採否（採用を前提とするが、Local Consultantsの

みでの実施を提案する場合は、その理由と根拠について説明すること）等 

４） 施工業者の選定方針 

 PQ：Pre-Qualification条件の設定 

 LCB：Local Competitive Biddingの採否 

 入札パッケージ（発注規模、工種別の発注等）の考え方等 

５） 事業実施上の留意事項の整理 

 既存運営事業者との調整 

 HIV対策 

 軍事利用の回避 等 

 

（２３） コンサルティング・サービス 

上記一連の調査内容を踏まえ、事業実施に際して必要となるコンサルティング・サ

ービス（詳細設計、入札補助、施工監理、技術移転等）の内容とその規模（業務人月）

について提案する（コンサルタントTOR（案）の作成を含む）。提案内容については

報告書には記載せず、別途JICAに提出する。 

 

（２４） 事業効果の検討 

本事業によって得られる効果を定量的効果、定性的効果に分けて評価する。なお、

IRRの算出は、別途JICAから提供される「IRR（内部収益率）算出マニュアル（2017

年9月）」を参考とする。（同マニュアルは公示の際に貸与資料扱いとし、契約締結後

正式に配布扱いとする。） 

１） 定量的効果 

① 内部収益率（IRR） 

本事業の資金計画等に基づき、経済的内部収益率（EIRR）を算出する。また、

財務的内部収益率（FIRR）も併せて算出する。算出に当たってはJICAから提供さ

れる「IRR（内部収益率）算出マニュアル」に準拠すること。なお、IRR算出にか

かる以下の詳細については報告書には記載せず、別途JICAに提出する。 
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 計算根拠（算出にあたっての仮定・前提、単価の設定根拠等を含む） 

 算出に使用した計算シート（Microsoft Excelの電子データ） 

② 運用・効果指標 

「資金協力事業 開発課題別の指標例（JICA、2020年2月）」を参照しつつ、運

用・効果指標を設定し、基準値と共に事業完成の2年後をめどとした目標値の設定、

データ入手手段の提案、評価にあたっての留意事項の整理を行う。なお、本事業に

おける運用・効果指標としては下記を想定するが、その他にも有益な指標があれ

ば適宜提案すること。また、ジェンダー視点に立った設定（男女別の裨益人口設定

等）の必要性を検討すること。 

 汚水処理人口（人） 

 汚水処理量（m3/日） 

 放流水BOD（mg/L） 

２） 定性的効果 

本事業によって得られる定性的効果について、調査を通じて情報収集を行い、定

性的効果の発現が見込まれると考えられる明確な根拠と共に、可能な限り具体的に

提案する。なお、本事業における定性的効果については公示時点では以下を想定し

ているが、感染症対策や気候変動対策等、その他にも有益な項目があれば適宜提案

すること。その際、可能であれば本事業の実施によって得られる本邦企業（本事業

における受注企業以外）への裨益効果についても検討する（例：借入国に進出して

いる本邦製造企業にもたらされる便益、等）。 

 住民の生活・衛生環境の改善 

 水環境の保全等 

 

（２５） 気候変動対策事業としての案件形成に係る情報収集・分析 

本事業による温室効果ガス排出削減が一定以上見込まれる場合、気候変動対策事業

（緩和策）と位置づけられる可能性があることから、「JICA気候変動対策支援ツール

（JICA Climate-FTI）（緩和策）（JICA 2019年）」等を参考に、本事業を通じた緩

和効果（温室効果ガス排出削減・吸収量）の推計を行う。 

また、本事業の実施により、借入国の気候変動に対する適応力強化が一定以上見込

まれる場合、気候変動対策事業（適応策）と位置づけられる可能性があることから、

「JICA気候変動対策支援ツール（JICA Climate-FTI）（適応策）（JICA 2019年）」

の該当箇所等を参考に、本事業を通じた適応効果（気候変動により発生する危害の回

避・低減効果等）の推計を行う。 

 

（２６） 本邦企業説明会の実施 

 本事業に関する事業概要の説明と企業の参画意向の確認を目的として、本邦企業

説明会を開催する。開催時期としては2022年12月頃を想定するが、審査のスケジュー

ル等により前後する可能性があり、時期を変更する場合はJICAより連絡する。開催回

数については一回を想定しているが、参加予定企業との調整状況を鑑み、複数回の実

施とする場合がある。本邦企業説明会開催に当たって、資料案・参加予定企業リスト

を作成のうえ、JICA本部の確認・承認を得る。参加予定企業としては、下水道分野の

業界団体に所属する企業等を中心に本事業への関心を有する企業を想定している。ま

た、JICA本部の指示のもとで必要に応じて企業説明会実施にかかる運営事務（案内、
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議事録作成、企業等への連絡・調整等）や説明会会場における質疑対応等を行う。会

場は原則、JICAの施設を利用する（但し、COVID-19の状況を鑑み、オンラインにて

実施する可能性がある）。 

 

（２７） プルーフエンジニアリング実施のための資料作成 

本調査の成果については、JICAが別途雇用するコンサルタントによる照査を行う可

能性がある（プルーフエンジニアリング：PE）。実施の要否は契約交渉において指示

するものとする。実施する場合には以下の時期においてJICA本部が指示する内容を簡

潔に整理し、その内容について承諾を得るものとする。なお、各時期において主に整

理する内容は、以下を予定している。 

１） 業務計画書案の提出時 

 調査の基本方針 

 工事費積算に当たっての留意事項（事業内容、施工サイトの特性等を踏まえた

留意点） 

２） 工事費積算の作業開始直前 

 工事費積算の基本方針（適用予定の積算基準、直接工事費・諸経費の積算方法） 

 適用予定の本邦工法・技術 

３） 工事費積算（案）の提出直後 

 事業費積算（案） 

 工期  ※ 雨季・冬季・出水期における休工期間を考慮すること 

 主要工種の工法（仮設・架設を含む） 

受注者は、このPEの結果を踏まえて各レポート等に必要な修正を行うこと。な

お、PEには約4週間（業務計画書案の提出時においては約3週間）を要するため、

PE結果を踏まえた修正作業期間を考慮して説明資料提出時期を設定すること。 

 

（２８） レポート等の作成・協議 

１） 上記の作業を踏まえて、「第７条 成果品等」に記載の各レポートを作成の

うえ、JICA本部に確認・承認を得ることとする。 

２） 現地調査の冒頭には、レポート内容について先方関係省庁・機関に対し内容

を説明し、協議・確認する。またJICAバングラデシュ事務所に対しても内容の説明

を行う。 

３） 当国関係省庁・機関の事業承認に必要な情報を提供するために、別途JICAが

指定する様式で情報提供を求める可能性がある。 

 

（２９） 開発事業提案書（Development Project Proposal：DPP）の申請支援 

 本協力準備調査中にバングラデシュ側で手続きがなされるDPP策定・申請に係る側

面支援を行う。 

 

第７条 成果品等 

（１） 調査報告書 

調査業務の各段階において作成・提出する報告書等は以下のとおり。また本契約に

おける最終成果品は、６）準備調査報告書及び７）デジタル画像集とする。 
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各報告書の先方政府への説明、協議に際しては、事前にJICA本部に説明の上、その

内容について承認を得るものとする。なお、当該説明については、打ち合わせによる

ことを原則とする。また、打ち合わせ後に受注者にて打合簿を作成し、監督職員の確

認を得る。 

 

１） 業務計画書 

記載事項：共通仕様書第6条に記載するとおり。 

提出時期：契約開始後10営業日以内 

部  数：和文3部（簡易製本） 

２） インセプション・レポート 

記載事項：業務の基本方針、方法、作業工程、要員計画、便宜供与依頼内容等 

提出時期：調査開始後1か月以内 

部  数：和文5部、英文10部（簡易製本） 

３） プログレス・レポート 

記載事項：プロジェクトの背景・経緯、自然条件調査等、代替案の検討、本邦技術

の活用可能性の検討、事業実施体制、運営・維持管理体制、ジェンダー配慮・COVID19

対策・気候変動対策等 

提出時期：「第３章２．（１） 業務工程」に示す期日まで 

部  数：和文要約5部、英文10部（簡易製本） 

４） インテリム・レポート 

記載事項：プログレス・レポートにて整理された事項の更新、環境社会配慮、コン

サルティング・サービス、事業効果等 

提出時期：「第３章２．（１） 業務工程」に示す期日まで 

部  数：和文要約5部、英文10部（簡易製本） 

５） 準備調査報告書（ドラフト・ファイナル・レポート）（経済分析に用いたキャ

ッシュ・フロー表等のExcelファイル（分析の過程が分かるもの）を含む） 

記載事項：調査結果の全体成果（要約を含む） 

提出時期：「第３章２．（１） 業務工程」に示す期日まで 

部  数：和文5部、英文10部（簡易製本） 

６） 準備調査報告書（ファイナル・レポート）（経済財務分析に用いたキャッシ

ュ・フロー表等のExcelファイル（分析の過程が分かるもの）を含む） 

記載事項：調査結果の全体成果（※要約を含む） 

提出時期：「第３章２．（１） 業務工程」に示す期日まで 

部  数：和文5部、英文10部、CD-R 3部 

※ファイナル・レポートについては、調査結果の要約を10ページ程度で取りまと

め、和文版、英文版の最初の部分に入れる。また、一定期間非公開となる情報を除

いた英文（先行公表版）3部及び和文（先行公表版）3部（いずれも簡易製本）を作

成し、調査終了後速やかに公開する。一定期間非公開となる情報は原則以下のとお

りであるが、具体的な削除対象箇所については、別途JICAと十分に協議の上決定す

る。 

ア） コスト積算、調達パッケージ、コンサルティング・サービスの人月・積算、

経済・財務分析に含まれるコスト積算関連情報 

イ） 実施機関の経営・財務情報のうち、公開されていない情報 



 

32 

 

ウ） 民間企業の事業や財務に関わる情報 

７） デジタル画像集 

記載事項：事業対象サイト等のデジタル画像 

提出時期：準備調査報告書（ファイナル・レポート）と同時提出 

部  数：CD-R 3部 

（１） 収集資料 

本件調査を通じて収集した資料及びデータは項目毎に整理し、JICA様式による収集

資料リストを付したうえで調査終了後JICAに提出する。 

 

（２） その他の提出物 

１） 議事録等 

先方機関との各調査報告説明・協議に係る議事録（M/M）を作成し、JICAに5営

業日内に提出する。JICA本部・事務所におけるミーティングについても同様とする。

なお、関連会議・検討会の開催に先立ち、10日前までに配布資料（３）～５）の報

告書については各報告書の和文要約を含む）をJICAに提出する。 

２） 業務従事月報 

JICA規定により、調査業務日誌を添付した月例の調査業務報告を翌月５日までに

JICAに提出する。本報告書には、業務実績、業務実施上の課題、その対処方針を記

載する。 

３） 先方機関への提出書類 

先方機関への提出文書は、その写しをJICA（現地調査の場合で現地にJICA事務所

がある場合は当該事務所の事務所長も含む）に速やかに提出する。 

４） その他 

上記の提出物のほかに、第７条で報告書に記載せず別途JICAに提出することとし

た情報や、JICAが必要と認め、報告を求めたものについて提出する。 

 

（３） 報告書の仕様 

インセプション・レポート、プログレス・レポート、インテリム・レポート、ドラ

フト・ファイナル・レポートは原則として簡易製本とし、ファイナル・レポートは製

本とする。報告書類の印刷、電子化（CD-R）については、「コンサルタント等契約に

おける報告書の印刷・電子媒体に関するガイドライン」を参照する。 

 
第８条 現地再委託 

以下の業務については、業務対象国・地域の現地法人（ローカルコンサルタント等）

への再委託を認めます。 

 自然条件調査 

 環境影響項目のベースライン調査 

 社会経済調査 

 住民移転計画 

 ステークホルダー協議 

 

なお、現地再委託については「コンサルタント等契約における現地再委託ガイド

ライン」に則り選定及び契約を行うこととし、委託業者の業務遂行に関しては、現
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地において適切な監督、指示を行うものとする。プロポーザルでは、現地再委託対

象業務の実施方法と契約手続き（見積書による価格比較、入札など）、価格競争に

参加を想定している現地業者の候補者名ならびに現地再委託業務の監督・成果品の

検査の方法など、より具体的な提案を可能な範囲で行う。 

 

第９条 機材の調達 

 業務遂行上必要な機材については、「コンサルタント等契約における物品・機材の

調達・管理ガイドライン（2017年6月）」に則り適切な調達及び管理等を行う。本邦

から携行する受注者の所有機材のうち、コンサルタントが本邦に持ち帰らない機材で

あって、かつ輸出許可の取得を要するものについては、受注者が必要な手続きを行う

ものとする。 

 

第１０条 その他の留意事項 

（１）不正腐敗の防止 

 本業務の実施にあたっては、「JICA不正腐敗防止ガイダンス（2014年10月）」の

趣旨を念頭に業務を行う。なお、疑義事項が生じた場合は、不正腐敗情報相談窓口

またはJICA担当者に速やかに相談するものとする。 

 

以 上 
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別紙１ 

プロポーザルにて提案を求める事項 
プロポーザルの作成に当たっては、特に以下の事項について、コンサルタント

の知見と経験に基づき、第３章１.（２）「２）業務実施の方法」にて指定した記

載分量の範囲で具体的な提案を行うこと。詳細については特記仕様書を参照する

こと。なお、プロポーザルにおいては、業務量を大幅に超える提案を行う場合を

含め、特記仕様書の内容と異なる内容の提案については、これを認めています。

プロポーザルにおいて代替案として提案することを明記し、併せてその優位性／

メリット及び費用／コストについての説明を必ず記述してください。見積書につ

いては、同代替案に要する経費を本見積に含めて提出することとします。代替案

の採否については契約交渉時に協議を行うこととします。 

 

№ 
提案を求める内容 特記仕様書案への該当条項及び 

記載ページ 

１ 
先行調査・既往事業から得られ

る情報を踏まえた本事業で調査

すべき事項及び理由 

第５条 実施方針及び留意事項 

（４）先行調査・既往事業から得られ

る情報のレビュー及び活用（p.9） 

２ 
（日本の中小企業を含めた本邦

企業が有する技術、製品、アイ

デアの活用の可能性がある場

合） 

具体的な技術、製品、アイデア

の概要 

第５条 実施方針及び留意事項 

（６） 本邦技術の適用／本邦企業の

参入促進（p.10） 

３ 
Information and Communication 

Technology（ICT）技術の活用

項目・活用方法 

第５条 実施方針及び留意事項 

（１０）Information and 

Communication Technology（ICT）技

術の活用（p.12） 

４ 
必要な自然条件調査等の細目（ 

具体的な調査項目、調査内容、

仕様、数量、所要時間等）及び

実施方法の選定根拠 

第６条 業務の内容 

（４）自然条件調査等の実施（P.16） 
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第３章 プロポーザル作成に係る留意事項 

１. プロポーザルに記載されるべき事項 
プロポーザルの作成に当たっては、「コンサルタント等契約におけるプロポーザル

作成ガイドライン」の内容を十分確認の上、指定された様式を用いて作成して下さい。 

（URL: https://www.jica.go.jp/announce/information/20220330_01.html） 

（１）コンサルタント等の法人としての経験、能力 

１）類似業務の経験 

類似業務：下水道整備事業に係る業務 

２）業務実施上のバックアップ体制等 

３）その他参考となる情報 

（２）業務の実施方針等 

１）業務実施の基本方針 

プロポーザル及び見積書は本説明書の記載内容に基づき作成いただきます。

一方で、コロナ禍の影響が長引き現地渡航できない状況が継続する可能性も

ありえます。現地調査について、本説明書あるいはプロポーザルの計画から

延期せざるを得ない場合を想定し、現地調査開始前に実施できる国内業務に

ついて提案があればプロポーザルに追加で記載してください。こちらの提案

につきましては、制限ページ数外、見積不要とします。 

２）業務実施の方法 

１）及び２）を併せた記載分量は、20 ページ以下としてください。 

３）作業計画 

４）要員計画 

５）業務従事予定者ごとの分担業務内容 

６）現地業務に必要な資機材 

７）実施設計・施工監理体制（無償資金協力を想定した協力準備調査の場合のみ） 

８）その他 

（３）業務従事予定者の経験、能力 

１）評価対象業務従事者の経歴及び業務従事者の予定人月数 

プロポーザル評価配点表の「３．業務従事予定者の経験・能力」において評価対

象となる業務従事者の担当専門分野及び想定される業務従事人月数は以下のとお

りです。評価対象業務従事者にかかる履歴書と類似業務の経験を記載願います。 

① 評価対象とする業務従事者の担当専門分野 

 業務主任者／下水道計画 

 下水処理場・ポンプ場計画・設計 

 運営・維持管理計画／組織・経営体制 

 

② 評価対象とする業務従事者の予定人月数 

約 14.00 人月 

 

２）業務経験分野等 
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各評価対象業務従事者を評価するに当たっての類似業務経験分野、業務経験地

域、及び語学の種類は以下のとおりです。 

【業務主任者（業務主任者／下水道計画）】 

① 類似業務経験の分野：下水道計画に係る業務 

② 対象国及び類似地域：バングラデシュ国及びその他全途上国 

③ 語学能力：英語 

④ 業務主任者等としての経験 

【業務従事者：担当分野 下水処理場・ポンプ場計画・設計】 

① 類似業務経験の分野：下水処理場・ポンプ場の計画・設計に係る業務 

② 対象国及び類似地域：評価せず 

③ 語学能力：語学評価せず 

【業務従事者：担当分野 運営・維持管理計画／組織・経営体制】 

① 類似業務経験の分野：下水道事業の運営・維持管理及び組織・経営体制整備

に係る業務 

② 対象国及び類似地域：バングラデシュ国及びその他全途上国 

③ 語学能力：英語 

２. 業務実施上の条件 

（１）業務工程 

2022年6月上旬より業務を開始し、下記の期日までにそれぞれの報告書を提出

する。 

１） プログレス・レポート：2022年10月14日まで 

２） インテリム・レポート：2022年12月15日まで 

３） 準備調査報告書（案）（ドラフト・ファイナル・レポート）：2023年1月30日

まで 

４） 準備調査報告書（ファイナル・レポート）：2023年5月31日まで 

 

（２）業務量目途と業務従事者構成案 

１）業務量の目途 

  約 31.00 人月（現地：23.00人月、国内8.00人月） 

２）業務従事者の構成案 

業務従事者の構成（及び格付案）は以下を想定していますが、競争参加者は、業

務内容等を考慮の上、最適だと考える業務従事者の構成（及び格付）を提案してく

ださい。 

① 業務主任者/下水道計画（2 号） 

② 下水処理場・ポンプ場計画・設計（3 号） 

③ 管渠計画・設計 

④ 機械・電気設備計画 

⑤ 施工・調達計画／積算 

⑥ 運営・維持管理計画／組織・経営体制（3 号） 

⑦ 経済・財務分析 

⑧ 自然条件調査 

⑨ 環境社会配慮 
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３）渡航回数の目途 全21回 

なお、上記回数は目途であり、回数を超える提案を妨げるものではありません。 

（３）現地再委託 

以下の業務については、業務対象国・地域の現地法人（ローカルコンサルタント

等）への再委託を認めます。 

 自然条件調査 

 環境影響項目のベースライン調査 

 社会経済調査 

 住民移転計画 

 ステークホルダー協議 

（４）配付資料／公開資料等 

１）配付資料 

 安全対策ガイダンス（2019 年 4 月） 

 カテゴリ B 案件報告書執筆要領（2019 年 11 月） 

 IRR（内部収益率）算出マニュアル（2017 年 9 月） 

 Chittagong Water Supply and Sewerage Authority Sanitation Master Plan 
Volume 1:Main Report 
 

２）公開資料 

 8th FIVE YEAR PLAN JULY 2020- JUNE 2025 
https://oldweb.lged.gov.bd/UploadedDocument/UnitPublication/1/1166/8F
YP.pdf 

 National Strategy for Water Supply and Sanitation Revised and Updated 
Edition 2021 
https://www.psb.gov.bd/policies/nswssren.pdf?fbclid=IwAR1Epe26uNOP
pX17a86t8kShjcl2SefQuX07B1Gvo_oFSwk771IixOIpOvw 

 バングラデシュ チッタゴン上水道計画プロジェクト形成調査結果資料

(内部検討資料) 

https://libopac.jica.go.jp/images/report/11795416.pdf 

 バングラデシュ チッタゴン上水道セクタープロジェクト形成調査報告

書 

表紙～第 3 章： 

https://libopac.jica.go.jp/images/report/11868593_01.pdf 

付属資料 1～6： 

https://libopac.jica.go.jp/images/report/11868593_02.pdf 

付属資料 7： 

https://libopac.jica.go.jp/images/report/11868593_03.pdf 

 バングラデシュ国 チッタゴン上下水道公社無収水削減推進プロジェク

ト プロジェクト事業完了報告書 

全文： 

https://libopac.jica.go.jp/images/report/12079653.pdf 

資料編： 

https://libopac.jica.go.jp/images/report/1000005159.pdf 

https://oldweb.lged.gov.bd/UploadedDocument/UnitPublication/1/1166/8FYP.pdf
https://oldweb.lged.gov.bd/UploadedDocument/UnitPublication/1/1166/8FYP.pdf
https://www.psb.gov.bd/policies/nswssren.pdf?fbclid=IwAR1Epe26uNOPpX17a86t8kShjcl2SefQuX07B1Gvo_oFSwk771IixOIpOvw
https://www.psb.gov.bd/policies/nswssren.pdf?fbclid=IwAR1Epe26uNOPpX17a86t8kShjcl2SefQuX07B1Gvo_oFSwk771IixOIpOvw
https://libopac.jica.go.jp/images/report/11795416.pdf
https://libopac.jica.go.jp/images/report/11868593_01.pdf
https://libopac.jica.go.jp/images/report/11868593_02.pdf
https://libopac.jica.go.jp/images/report/11868593_03.pdf
https://libopac.jica.go.jp/images/report/12079653.pdf
https://libopac.jica.go.jp/images/report/1000005159.pdf
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 バングラデシュ国 チッタゴン上下水道公社無収水削減推進プロジェク

ト終了時評価調査報告書 

https://libopac.jica.go.jp/images/report/12079646.pdf 

 バングラデシュ国 チッタゴン上水道改善事業準備調査最終報告書 和文

要約 

https://libopac.jica.go.jp/images/report/12087839.pdf 
 Preparatory survey on Chittagong water supply improvement project in 

the people's Republic of Bangladesh : final report Vol.1   

Cover～Chapter5：
https://libopac.jica.go.jp/images/report/12087854_01.pdf 

Chapter6～Chapter12： 

https://libopac.jica.go.jp/images/report/12087854_02.pdf 
 Preparatory survey on Chittagong water supply improvement project in 

the people's Republic of Bangladesh : final report Vol. 2 

Cover～Part1 Chapter8：
https://libopac.jica.go.jp/images/report/12087870_01.pdf 

Part1 Chapter10～12：
https://libopac.jica.go.jp/images/report/12087870_02.pdf 

Part2： 

https://libopac.jica.go.jp/images/report/12087870_03.pdf 
 

（５）対象国の便宜供与 

本業務はJICAの責任において実施するものであることから、バングラデシュ政府か

ら特別な便宜供与を得られるものではないが、適宜現地の状況や先方政府へのヒアリ

ングが必要であるなど、便宜供与にかかるJICAバングラデシュ事務所の支援を必要と

する場合は、JICA南アジア部またはバングラデシュ事務所に連絡・協議すること。 

 便宜供与内容  

１ カウンタパートの配置 有／無 

２ 通訳の配置（＊語⇔＊語） 有（＊名）／無 

３ 執務スペース 有／無 

４ 家具（机・椅子・棚等） 有／無 

５ 事務機器（コピー機等） 有／無 

６ Wifi 有／無 

 

（６）安全管理 

 現地業務に際し、JICAの安全対策措置を遵守すること。同措置に基づき、バングラ

デシュ渡航前・後に、必ず以下の事項を行うと共に、関係者の渡航計画や業務実施状

況をJICA所定の書式を用い、渡航前（遅くとも出発の14営業日前）に提出し、JICA 

の承認を得ること。 

１） 業務渡航の条件（事前準備） 

https://libopac.jica.go.jp/images/report/12079646.pdf
https://libopac.jica.go.jp/images/report/12087839.pdf
https://libopac.jica.go.jp/images/report/12087854_01.pdf
https://libopac.jica.go.jp/images/report/12087854_02.pdf
https://libopac.jica.go.jp/images/report/12087870_01.pdf
https://libopac.jica.go.jp/images/report/12087870_02.pdf
https://libopac.jica.go.jp/images/report/12087870_03.pdf
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 渡航前に安全管理部によるブリーフィングを受講し、「バングラデシュ国

安全対策マニュアル」を熟読するとともに、渡航後 JICA バングラデシュ

事務所によるブリーフィングを受講する。 

 渡航前に JICA バングラデシュ事務所に申請の上、事務所が管理する安全

情報メーリングリスト及び SMS 配信リストへの登録を行う。 

 渡航前に、安全対策研修（Web 版等）を受講する。 

 渡航・滞在時点での最新の行動規範を遵守する。 

 宗教記念日・宗教行事開催時期及びその前後、その他リスクが高いと考え

られる期間は渡航を極力控える。それ以外の場合であっても、最新の治安

情勢や空港からの（または空港までの）移動経路の安全状況の事前確認、

渡航の優先度等を踏まえる。 

 ホテルに宿泊する場合は JICAバングラデシュ事務所が安全状況を確認し

たホテルに限定する。ホテル以外（借上アパート等）に関しては、利用前

に必要な安全対策措置を講じ、JICA バングラデシュ事務所の確認を得る。 

２） 行動規範 

（業務について） 

 外勤（関係省庁等訪問のための市内移動等）等は訪問先の安全状況を踏ま

えて、要すれば、JICA バングラデシュ事務所または配属機関等が手配す

る警護付き車両での移動等、必要な安全対策措置を講じることを条件に

実施する。継続的に勤務する配属機関等については、JICA バングラデシ

ュ事務所長による安全対策確認調査を受ける。 

 短期間の出張者については、毎日夕刻、代表者から JICA バングラデシュ

事務所オペレーション・ルームに宿舎帰着の連絡を SMS／電話で入れる。 

 18 時以降の業務については、必要な安全対策措置が講じられていると

JICA バングラデシュ事務所長が判断する場合には、これを認める。 

 国内出張については、要すれば警護付き車両の利用、夜間移動を避ける

等、必要な安全対策措置を講じることを条件に、JICA バングラデシュ事

務所長が承認した上で、実施を認める。 

（業務外の行動について） 

 以下の訪問・利用はダッカ市内如何を問わず不可とする。 

① 外国人が多く集まる場所などテロの標的となりやすい場所（治安当局

施設、宗教関連施設、宗教行事開催場所、デモ行進や集会、駅 ・バスタ

ーミナル、観光スポット等）。 

② JICA バングラデシュ事務所長により利用が可とされていない学校、

ホテル、スポーツ・レクリエーション施設、飲食店 

 その他の場所についても可能な限り訪問利用は控え、混雑する時間帯を

避ける。 

 行動範囲はダッカ市内のうち、JICA バングラデシュ事務所長が定める範

囲に限る。ダッカ市外を訪問する場合は、JICA バングラデシュ事務所長

の事前承認を得る。 

 行動時間は日中に限る（バリダラ地区を除く）。ただし、JICA バングラ

デシュ事務所長が可とした「ホテル、スポーツ・レクリエーション施設」

の利用、及び JICA バングラデシュ事務所長が可としたグルシャン、ボナ
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ニ地区にある「個人宅」の訪問や、同地区において、やむを得ない場合の

生活物資の購入等の必要最低限の行動については、夜間も可とする。な

お、地区を問わず、緊急時病院利用は夜間も可とする。 

 一時的な国外への渡航を希望する場合、外国旅行制度や扶養親族にかか

る制度等を柔軟に運用する。随伴家族が早期帰国を希望する場合も柔軟

な運用を行う。 

（業務、業務外共通） 

 治安情勢は短期間で変化しうることを認識し、必要な安全対策措置や利

用可能な施設等の変更の指示があった場合にはそれに従うとともに、自

らも最新の安全関連情報の入手に努めること。 

 移動手段は車両（公共バス・CNG・リキシャを除く）に限る。ただし、バ

リダラ地区内においては、必要な安全対策を講じることを条件に、徒歩を

含むいずれの移動手段も可とする（夜間の車両以外の移動は近距離、短時

間のみ可）。 

 日頃から行動パターン（通勤／移動時間、使用する道路や施設）を固定せ

ず、ロープロファイルを旨とし、用心を怠らず、狙われにくくする。 

 十分充電した携帯電話を必ず携行する。 

 車両乗降時は、可能な限り住居・事務所等の敷地内等周囲から見えにくい

場所で乗降するとともに、周囲に気を配り、不審者・不審車両（バイク含

む）が近づいていないことを確認する。車両乗車中は扉を施錠し、後方か

ら追尾 してくる不審車両がないか注意を払う。 

 空港においては出発/到着ロビー等、制限区域外の滞在時間を必要最小限

とする。 

 単独行動を極力控える。 

 イスラム教その他の宗教記念日及びその前後、イスラム集団礼拝日であ

る金曜日の午後、政治的記念日、その他リ スクが高いと考えられる期間

は外出を控える。 

 服装に関しては、肌の露出等を控え、目立たないようにする。 

 その他事務所長が必要と判断した安全対策に従う。 

 

３. プレゼンテーションの実施 
プロポーザルを評価する上で、より効果的かつ適切な評価を行うために、別添の

実施要領で業務主任者等から業務の実施方針等についてプレゼンテーションを求

めます。 

注）新型コロナウイルス感染拡大防止のため、Teamsによる実施を基本とします。詳

細につきましては、別添「プレゼンテーション実施要領」を参照してください。 
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４.見積書作成にかかる留意事項 
本件業務を実施するのに必要な経費の見積書（内訳書を含む。）の作成に当た

っては、「コンサルタント等契約における経理処理ガイドライン」（2022 年 4 月）

を参照してください。 

（URL: https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/quotation.html） 

（１）契約期間の分割について 

第 1 章「３ 競争に付する事項」において、契約全体が複数の契約期間に分割され

ることが想定されている場合は、各期間分及び全体分の見積りをそれぞれに作成し

て下さい。 

（２）別見積もりについて 

以下の費目については、見積書とは別に見積もり金額を提示してください。なお、

新型コロナウイルス感染対策に関連する経費（PCR 検査代及び隔離期間中の待機

費用等）は見積金額に含めないでください。契約交渉の段階で確認致します。 

１） 旅費（航空賃） 

２） 旅費（その他：戦争特約保険料） 

３） 一般業務費のうち安全対策経費に分類されるもの 

４） 直接経費のうち障害のある業務従事者に係る経費に分類されるもの 

５） その他（以下に記載の経費） 

 自然条件調査（気象・水文調査、水質調査、地質調査、地形測量、地下埋

設物調査）（現地再委託経費） 

 環境社会配慮関連調査（環境影響項目のベースライン調査、社会経済調査、

住民移転計画、ステークホルダー協議）（現地再委託経費） 

（３）定額計上について 

以下の費目については、以下に示す定額を見積もってください。 

１） 特になし 

（４） 外貨交換レートについて 

JICA ウェブサイトより公示月の各国レートを使用して見積もってください。 

（URL:https://www.jica.go.jp/announce/manual/form/consul_g/rate.html） 

５．その他留意事項 

 バングラデシュ国内における宿泊については、安全管理対策上の理由から

JICAが宿泊先を指定することとしているため、宿泊料については、一律13,500

円／泊として計上してください。また、滞在日数が30日又は60日を超える場合

の逓減は適用しません。 

 

別紙：プロポーザル評価配点表 

別添：プレゼンテーション実施要領 

 

 
  

https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/quotation.html
https://www.jica.go.jp/announce/manual/form/consul_g/rate.html
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プロポーザル評価配点表 

評 価 項 目 配 点 

１．コンサルタント等の法人としての経験・能力 （１０） 

（１）類似業務の経験 ６ 

（２）業務実施上のバックアップ体制等 ４ 

２．業務の実施方針等 （４０） 

（１）業務実施の基本方針の的確性 １６ 

（２）業務実施の方法の具体性、現実性等 １８ 

（３）要員計画等の妥当性 ６ 

（４）その他（実施設計・施工監理体制） － 

３．業務従事予定者の経験・能力 （５０） 

（１）業務主任者の経験・能力／業務管理グループの評価 

（２６） 

業務主任

者のみ 

業務管理 

グループ 

① 業務主任者の経験・能力： 業務主任者／下水道計画 （２１） （８） 

ア）類似業務の経験 ８ ３ 

イ）対象国・地域での業務経験 ３ １ 

ウ）語学力 ４ １ 

エ）業務主任者等としての経験 ４ ２ 

オ）その他学位、資格等 ２ １ 

② 副業務主任者の経験・能力：副業務主任者／○○○○ （－） （８） 

ア）類似業務の経験 － ３ 

イ）対象国・地域での業務経験 － １ 

ウ）語学力 － １ 

エ）業務主任者等としての経験 － ２ 

オ）その他学位、資格等 － １ 

③ 業務管理体制、プレゼンテーション （５） （１０） 

ア）業務主任者等によるプレゼンテーション ５ ５ 

イ）業務管理体制 － ５ 

（２）業務従事者の経験・能力： 下水処理場・ポンプ場計画・

設計 
（１２） 

ア）類似業務の経験 ８ 

イ）対象国・地域での業務経験 ０ 

ウ）語学力 ０ 

エ）その他学位、資格等 ４ 

（３）業務従事者の経験・能力： 運営・維持管理計画／組織・

経営体制 
（１２） 

ア）類似業務の経験 ６ 

イ）対象国・地域での業務経験 １ 

ウ）語学力 ２ 

エ）その他学位、資格等 ３ 

 別紙 
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別添 

プレゼンテーション実施要領 
 

プレゼンテーションは業務主任者（業務管理グループを提案する場合には、業務

主任者又は副業務主任者、もしくは両者が共同で）が行ってください。なお、業務

主任者以外に１名（業務管理グループを提案する場合には、業務主任者又は副業務

主任者以外に１名）の出席を認めます。また、実施時の資料についてはプロポーザ

ル提出時に併せてご提出ください。 

 

１．実施時期：  上記第１章４．（３）日程参照 

（各社の時間は、プロポーザル提出後、別途指示します。） 

 

２．実施方法：新型コロナウイルス感染拡大防止のため、Microsoft-Teams による実

施を基本とします。詳細につきましては、プロポーザルをご提出いただいた後にあら

ためてご連絡いたします。その際に、接続に不具合が生じる可能性がある場合は、電

話会議などに方法の調整をいたしますので申し出てください。 

 

（１）一社あたり最大、プレゼンテーション１０分、質疑応答１５分とします。 

（２）使用言語は、プレゼンテーション、質疑応答とも日本語とします。 

① Microsoft-Teams を使用する会議 

競争参加者が、自らが用意するインターネット環境・端末を用いての

Microsoft-Teams の音声機能によるプレゼンテーションです。（Microsoft-

Teams による一切の資料の共有・表示は、プロポーザル提出時に提出された資

料を含めて、（システムが不安定になる可能性があることから）認めません。）

指定した時間に Teams の会議室へ接続いただきましたら、入室を承認します。

インターネット接続のトラブルや費用については、競争参加者の責任・負担と

します。 

② 電話会議 

通常の電話のスピーカー機能による音声のみのプレゼンテーションです。プ

レゼンテーション参加者から JICA が指定する電話番号に指定した時間に電話

をいただき、接続します。電話にかかる費用は、競争参加者の負担とします。 

 
 

注）JICA 在外事務所及び国内機関の JICA-Net の使用は認めません。 

以 上 


